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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】散乱素子として相補的なメタマテリアル要素を
用いた表面散乱アンテナの制御ならびに調整方法を提供
する。
【解決手段】表面散乱アンテナ１００は、波伝搬構造に
沿って散乱素子１０２ａ、１０２ｂを変動的に結合させ
ることによって、変動照射野を提供する。いくつかの方
法では、散乱素子１０２ａ、１０２ｂは相補的なメタマ
テリアル要素である。いくつかの方法では、散乱素子１
０２ａ、１０２ｂは、電気的調整材料（例えば、液晶）
を当該散乱素子１０２ａ、１０２ｂに近接して配置する
ことによって変動可能になっている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対応する複数の第１位相を複数の位置各々に届けるための第１誘導波を伝搬する工程と
、
　複数の位置各々の中から選択された第１組の位置で上記第１誘導波に結合させ、当該第
１組の位置で第１照射野を生成する複数の第１電磁振動を生じさせる工程と、
　上記複数の第１位相と略同等であり、対応する複数の第２位相を上記複数の位置各々に
届けるための第２誘導波を伝搬する工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第２組の位置で上記第２誘導波に結合させ、当該第
２組の位置で第１照射野とは異なる第２照射野を生成する複数の第２電磁振動を生じさせ
る工程とを含むことを特徴とする方法。
【請求項２】
　上記第１誘導波、および上記第１照射野は、第１干渉縞を規定し、上記複数の位置各々
の中から選択された上記第１組の位置は、上記第１干渉縞の建設的干渉領域内の１組の位
置に対応し、
　上記第２誘導波、および上記第２照射野は、上記第１干渉縞とは異なる第２干渉縞を規
定し、上記複数の位置各々の中から選択された上記第２組の位置は、上記第２干渉縞の建
設的干渉領域内の１組の位置に対応することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　複数の位置で第１自由空間波を受け取る工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第１組の位置で上記第１自由空間波に結合させ、対
応する複数の第１位相を有する第１誘導波を上記複数の位置で生成する複数の第１電磁振
動を当該第１組の位置で生じさせる工程と、
　複数の位置で第１自由空間波とは異なる第２自由空間波を受け取る工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第２組の位置で上記第２自由空間波に結合させ、複
数の第１位相と略同等であり、対応する複数の第２位相を有する第２誘導波を上記複数の
位置で生成する複数の第２電磁振動を当該第２組の位置で生じさせる工程とを含むことを
特徴とする方法。
【請求項４】
　上記第１誘導波、および上記第１自由空間波は、第１干渉縞を規定し、上記複数の位置
各々の中から選択された上記第１組の位置は、上記第１干渉縞の建設的干渉領域内の１組
の位置に対応し、
　上記第２誘導波、および上記第２自由空間波は、上記第１干渉縞とは異なる第２干渉縞
を規定し、上記複数の位置各々の中から選択された上記第２組の位置は、上記第２干渉縞
の建設的干渉領域内の１組の位置に対応することを特徴とする請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　波伝搬構造と、
　上記波伝搬構造に沿って配置された複数の散乱素子とを備えた表面散乱アンテナであり
、
　上記複数の散乱素子は、
　　素子間の間隔が、上記表面散乱アンテナの動作周波数に対応する自由空間波長よりも
実質的に小さく、
　　上記波伝搬構造の誘導波モードに対する複数の独立した変動的な電磁特性を有してお
り、
　上記複数の独立した変動的な電磁特性は、上記表面散乱アンテナの変動照射野を提供し
、
　上記波伝搬構造は、１つ以上の上部導電面を含む導波管であり、
　上記複数の散乱素子は、上記上部導電面内の複数の開口部に対応し、
　第１アンテナ照射パターンを選択する工程と、
　１つ以上の制御入力に対して変動的に応答する上記表面散乱アンテナについて、選択さ
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れた上記第１アンテナ照射パターンに対応する上記１つ以上の制御入力の第１値を決定す
る工程とを含むことを特徴とする方法。
【請求項６】
　上記表面散乱アンテナは、上記１つ以上の制御入力の機能である変動物理パラメータを
各々が有する複数の散乱素子を有していることを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　上記１つ以上の制御入力の第１値を決定する工程は、
　　選択された上記第１アンテナ照射パターンを提供するために、各上記変動物理パラメ
ータの各々の第１値を決定する工程と、
　　各上記変動物理パラメータに関して決定された上記各々の第１値に対応する上記１つ
以上の制御入力の上記第１値を決定する工程とを含むことを特徴とする請求項６に記載の
方法。
【請求項８】
　各上記変動物理パラメータは、上記複数の散乱素子の各変動共振周波数であることを特
徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項９】
　上記１つ以上の制御入力は、上記複数の散乱素子のための複数のバイアス電圧各々を含
むことを特徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項１０】
　上記複数の散乱素子は、列および行によってアドレス指定可能であり、
　上記１つ以上の制御入力は、１組の列入力部および１組の行入力部を含むことを特徴と
する請求項６に記載の方法。
【請求項１１】
　上記複数の散乱素子は、調整ゲインを有する１組の給電線によって給電され、
　上記１つ以上の制御入力は、上記調整ゲインを含むことを特徴とする請求項６に記載の
方法。
【請求項１２】
　上記表面散乱アンテナのための上記１つ以上の制御入力の上記第１値を提供する工程を
さらに含むことを特徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項１３】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、アンテナビーム方向を選択する工程
を含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項１４】
　上記アンテナビーム方向は、通信衛星の方向に対応することを特徴とする請求項１３に
記載の方法。
【請求項１５】
　上記アンテナビーム方向は、通信基地局の方向に対応することを特徴とする請求項１３
に記載の方法。
【請求項１６】
　上記アンテナビーム方向は、通信モバイルプラットフォームの方向に対応することを特
徴とする請求項１３に記載の方法。
【請求項１７】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、１つ以上のヌル方向を選択する工程
を含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項１８】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、アンテナビーム幅を選択する工程を
含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項１９】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、多数のビームの配置を選択する工程
を含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
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【請求項２０】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、全位相を選択する工程を含むことを
特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項２１】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、偏向状態を選択する工程を含むこと
を特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項２２】
　選択された上記偏向状態は、円偏向状態であることを特徴とする請求項２１に記載の方
法。
【請求項２３】
　選択された上記偏向状態は、直線偏向状態であることを特徴とする請求項２１に記載の
方法。
【請求項２４】
　上記第１アンテナ照射パターンとは異なる第２アンテナ照射パターンを選択する工程と
、
　上記第２アンテナ照射パターンに対応する上記１つ以上の制御入力の第２値を決定する
工程とをさらに含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項２５】
　上記表面散乱アンテナのための上記１つ以上の制御入力の上記第２値を提供する工程を
さらに含むことを特徴とする請求項２４に記載の方法。
【請求項２６】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、第１アンテナビーム方向を選択する
工程を含み、
　上記第２アンテナ照射パターンを選択する工程は、第１アンテナビーム方向とは異なる
第２アンテナビーム方向を選択する工程を含むことを特徴とする請求項２４に記載の方法
。
【請求項２７】
　選択された上記第１アンテナ照射パターンは、上記第１アンテナビーム方向に対応する
第１偏向状態を提供し、
　選択された上記第２アンテナ照射パターンは、上記第１偏向状態と略同等であり、上記
第２アンテナビーム方向に対応する第２偏向状態を提供することを特徴とする請求項２６
に記載の方法。
【請求項２８】
　上記第１偏向状態および上記第２偏向状態は、円偏向状態であることを特徴とする請求
項２７に記載の方法。
【請求項２９】
　上記第１偏向状態および上記第２偏向状態は、直線偏向状態であることを特徴とする請
求項２７に記載の方法。
【請求項３０】
　上記第１アンテナビーム方向および上記第２アンテナビーム方向は、第１通信衛星およ
び第２通信衛星の方向に対応することを特徴とする請求項２６に記載の方法。
【請求項３１】
　上記第１アンテナビーム方向および上記第２アンテナビーム方向は、通信衛星、通信基
地局、および通信モバイルプラットフォームを含む複数の物体の中から選択される第１物
体および第２物体の方向に対応することを特徴とする請求項２６に記載の方法。
【請求項３２】
　波伝搬構造と、
　上記波伝搬構造に沿って配置された複数の散乱素子とを備えた第１表面散乱アンテナで
あり、
　上記複数の散乱素子は、
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　　素子間の間隔が、上記第１表面散乱アンテナの動作周波数に対応する自由空間波長よ
りも実質的に小さく、
　　上記波伝搬構造の誘導波モードに対する複数の独立した変動的な電磁特性を有してお
り、
　上記複数の独立した変動的な電磁特性は、上記第１表面散乱アンテナの変動照射野を提
供し、
　上記波伝搬構造は、１つ以上の上部導電面を含む導波管であり、
　上記複数の散乱素子は、上記上部導電面内の複数の開口部に対応し、
　１つ以上の第１制御入力に対応する第１変動照射パターンを有する上記第１表面散乱ア
ンテナのための第１対象物を特定する工程と、
　上記第１対象物と上記第１表面散乱アンテナとの間の第１相対運動に対応する上記第１
変動照射パターンの実質的な連続変異を提供するために、上記１つ以上の第１制御入力を
繰り返し調整する工程とを含むことを特徴とする方法。
【請求項３３】
　上記第１相対運動は、上記第１対象物の変形であることを特徴とする請求項３２に記載
の方法。
【請求項３４】
　上記第１相対運動は、上記第１表面散乱アンテナの変形あるいは回転であることを特徴
とする請求項３２に記載の方法。
【請求項３５】
　上記第１相対運動は、上記第１対象物の変形と、上記第１表面散乱アンテナの変形ある
いは回転との組み合わせであることを特徴とする請求項３２に記載の方法。
【請求項３６】
　上記第１変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第１変動照射パターンの最初の
ビーム内に上記第１対象物を実質的に保持するために選択されることを特徴とする請求項
３２に記載の方法。
【請求項３７】
　上記第１変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第１変動照射パターンのヌル内
に上記第１対象物を実質的に保持するために選択されることを特徴とする請求項３２に記
載の方法。
【請求項３８】
　上記第１変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第１対象物の位置において実質
的な連続偏向状態を提供するために選択されることを特徴とする請求項３２に記載の方法
。
【請求項３９】
　上記実質的な連続偏向状態は、円偏向状態であることを特徴とする請求項３８に記載の
方法。
【請求項４０】
　上記実質的な連続偏向状態は、直線偏向状態であることを特徴とする請求項３８に記載
の方法。
【請求項４１】
　上記第１対象物は、通信衛星であることを特徴とする請求項３２に記載の方法。
【請求項４２】
　上記第１対象物は、通信基地局であることを特徴とする請求項３２に記載の方法。
【請求項４３】
　上記第１対象物は、通信モバイルプラットフォームであることを特徴とする請求項３２
に記載の方法。
【請求項４４】
　波伝搬構造と、
　上記波伝搬構造に沿って配置された複数の散乱素子とを備えた第２表面散乱アンテナで
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あり、
　上記複数の散乱素子は、
　　素子間の間隔が、上記第２表面散乱アンテナの動作周波数に対応する自由空間波長よ
りも実質的に小さく、
　　上記波伝搬構造の誘導波モードに対する複数の独立した変動的な電磁特性を有してお
り、
　上記複数の独立した変動的な電磁特性は、上記第２表面散乱アンテナの変動照射野を提
供し、
　上記波伝搬構造は、１つ以上の上部導電面を含む導波管であり、
　上記複数の散乱素子は、上記上部導電面内の複数の開口部に対応し、
　１つ以上の第２制御入力に対応する第２変動照射パターンを有する上記第２表面散乱ア
ンテナのための第２対象物を特定する工程と、
　上記第２対象物と上記第２表面散乱アンテナとの間の第２相対運動に対応する上記第２
変動照射パターンの実質的な連続変異を提供するために、上記１つ以上の第２制御入力を
繰り返し調整する工程とを含むことを特徴とする請求項３２に記載の方法。
【請求項４５】
　上記第１対象物および上記第２対象物は、通信衛星のコンステレーションの構成部材で
あることを特徴とする請求項４４に記載の方法。
【請求項４６】
　上記第１相対運動は、上記第１対象物の変形であり、
　上記第２相対運動は、上記第２対象物の変形であることを特徴とする請求項４４に記載
の方法。
【請求項４７】
　上記第１相対運動は、上記第１対象物の変形と、上記第１表面散乱アンテナの変形ある
いは回転との組み合わせであり、
　上記第２相対運動は、上記第２対象物の変形と、上記第２表面散乱アンテナの変形ある
いは回転との組み合わせであり、
　上記第１表面散乱アンテナの変形あるいは回転は、上記第２表面散乱アンテナの変形あ
るいは回転と同等であることを特徴とする請求項４４に記載の方法。
【請求項４８】
　上記第１変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第１変動照射パターンの最初の
ビーム内に上記第１対象物を実質的に保持するために選択され、
　上記第２変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第２変動照射パターンの最初の
ビーム内に上記第２対象物を実質的に保持するために選択されることを特徴とする請求項
４４に記載の方法。
【請求項４９】
　上記第１変動照射パターンの上記最初のビーム内に上記第２対象物を実質的に配置する
ために、上記１つ以上の第１制御入力を調整する工程をさらに含むことを特徴とする請求
項４８に記載の方法。
【請求項５０】
　上記第１対象物および上記第２対象物とは異なる、第２表面散乱アンテナのための新た
な対象物を特定する工程と、
　上記第２変動照射パターンの上記最初のビーム内に上記新たな対象物を実質的に配置す
るために、上記１つ以上の第２制御入力を調整する工程をさらに含むことを特徴とする請
求項４９に記載の方法。
【請求項５１】
　波伝搬構造と、
　上記波伝搬構造に沿って配置された複数の散乱素子とを備えた表面散乱アンテナであり
、
　上記複数の散乱素子は、
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　　素子間の間隔が、上記表面散乱アンテナの動作周波数に対応する自由空間波長よりも
実質的に小さく、
　　上記波伝搬構造の誘導波モードに対する複数の独立した変動的な電磁特性を有してお
り、
　上記複数の独立した変動的な電磁特性は、上記表面散乱アンテナの変動照射野を提供し
、
　上記波伝搬構造は、１つ以上の上部導電面を含む導波管であり、
　上記複数の散乱素子は、上記上部導電面内の複数の開口部に対応し、
　１つ以上の制御入力に変動的に応答する上記表面散乱アンテナと、
　上記１つ以上の制御入力を提供するように構成されたアンテナ制御回路と、
　上記表面散乱アンテナの給電構造に結合された通信回路とを備えることを特徴とするシ
ステム。
【請求項５２】
　上記表面散乱アンテナは、上記１つ以上の制御入力の機能である各変動物理パラメータ
を有する複数の散乱素子を有していることを特徴とする請求項５１に記載のシステム。
【請求項５３】
　上記１つ以上の制御入力は、上記複数の散乱素子のための複数のバイアス電圧各々を含
むことを特徴とする請求項５２に記載のシステム。
【請求項５４】
　上記複数の散乱素子は、列および行によってアドレス指定可能であり、
　上記１つ以上の制御入力は、１組の列入力部および１組の行入力部を含むことを特徴と
する請求項５２に記載のシステム。
【請求項５５】
　上記給電構造は、複数の増幅器各々を有する複数の給電部を含み、
　上記１つ以上の制御入力は、上記複数の増幅器各々の調整ゲインを含むことを特徴とす
る請求項５２に記載のシステム。
【請求項５６】
　上記アンテナ制御回路は、１組のアンテナ照射パターンパラメータと、それに対応する
、上記１つ以上の制御入力に対する１組の値とを割り出すルックアップテーブルを含む記
憶媒体を含むことを特徴とする請求項５１に記載のシステム。
【請求項５７】
　上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組のアンテナビーム方向を含むこと
を特徴とする請求項５６に記載のシステム。
【請求項５８】
　上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組のアンテナヌル方向を含むことを
特徴とする請求項５６に記載のシステム。
【請求項５９】
　上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組のアンテナビーム幅を含むことを
特徴とする請求項５６に記載のシステム。
【請求項６０】
　上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組の偏向状態を含むことを特徴とす
る請求項５６に記載のシステム。
【請求項６１】
　上記アンテナ制御回路は、所望のアンテナ照射パターンパラメータに対応する上記１つ
以上の制御入力に対する１組の値を算出するように構成された処理回路を含むことを特徴
とする請求項５１に記載のシステム。
【請求項６２】
　上記処理回路は、上記所望のアンテナ照射パターンパラメータに対応するホログラフィ
ックパターンを演算することによって、上記１つ以上の制御入力に対する上記１組の値を
算出するように構成されていることを特徴とする請求項６１に記載のシステム。
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【請求項６３】
　上記表面散乱アンテナの環境条件を検出するように構成されたセンサユニットをさらに
含むことを特徴とする請求項５１に記載のシステム。
【請求項６４】
　上記センサユニットは、ＧＰＳセンサ、温度計、ジャイロスコープ、および歪みゲージ
の中から選択される１つ以上のセンサを含んでいることを特徴とする請求項６３に記載の
システム。
【請求項６５】
　上記環境条件は、上記表面散乱アンテナの位置、方向、温度、あるいは機械的変形を含
むことを特徴とする請求項６３に記載のシステム。
【請求項６６】
　上記センサユニットは、上記アンテナ制御回路に対して環境条件データを提供するよう
に構成されており、
　上記アンテナ制御回路は、上記表面散乱アンテナの上記環境条件の変動を補正するため
に、上記１つ以上の制御入力を調整するように構成された回路を含んでいることを特徴と
する請求項６３に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【発明の詳細な説明】
【０００１】
　〔関連する出願についての相互参照〕
　本願は、以下に記載した出願（“関連出願”）に基づく最先の有効出願日の利益に関連
し、その利益を主張する（例えば、本願は、仮特許出願以外の最先の有効な優先日を主張
するか、仮特許出願、関連出願の任意のすべての親出願、その親出願、さらにその親出願
等に対して、合衆国法典３５巻第１１９条（ｅ）に基づく利益を主張する）。関連出願、
および関連出願の任意のすべての親出願、その親出願、さらにその親出願等のうち、いか
なる優先権の主張をするものであっても、すべての内容は本明細書と矛盾しないような内
容の範囲内で参照によって本明細書に含まれる。
【０００２】
　〔関連出願〕
　ＵＳＰＴＯの特別な法的要件のために、本願は、米国特許出願第６１／４５５，１７１
号（発明の名称：「表面散乱アンテナ」、発明者：ＮＡＴＨＡＮ　ＫＵＮＤＴＺら、出願
日：２０１０年１０月１５日、現在同時係属）の一部継続出願を構成しているか、または
現在同時係属している出願に出願日の利益を得る権利が付与される出願である。
【０００３】
　米国特許商標庁（ＵＳＰＴＯ）は、ＵＳＰＴＯのコンピュータプログラムにおいて、特
許出願人が整理番号と、出願が継続出願であるか、一部継続出願であるか、または親出願
の分割出願であるかということとの双方を示すことが必要となることに関する通知を発表
した。これはＳｔｅｐｈｅｎ　Ｇ．　Ｋｕｎｉｎによる「先願の利益」と題された通知（
２００３年３月１８日付のＵＳＰＴＯ官報）である。本願の出願団体（以下、「出願人」
）は、法令に則って優先権が主張されている出願に対する特定の参照を以上で示している
。出願人は、法令の示す具体的な参照の文言は一義的であり、米国特許出願の優先権を主
張するために整理番号または「継続中」あるいは「一部継続中」等のいかなる説明も必要
しないと理解している。しかしながら、出願人は、ＵＳＰＴＯのコンピュータプログラム
が一定のデータ入力要求を有すると理解しているので、上記のように本願とその親出願と
の関係を表示するが、このような表示は、本願がその親出願の事項に加えて何らかの新規
事項を含んでいるかどうかに関して、何らかの注釈および／または自認をするものという
ように解釈されるべきではない。
【０００４】
　〔図面の簡単な説明〕
　図１は、表面散乱アンテナを示す概略図である。
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【０００５】
　図２Ａおよび２Ｂは、それぞれ表面散乱アンテナの模範的な調整パターンと、対応する
ビームパターンとを示す図である。
【０００６】
　図３Ａおよび３Ｂは、それぞれ表面散乱アンテナの他の模範的な調整パターンと、対応
するビームパターンとを示す図である。
【０００７】
　図４Ａおよび４Ｂはそれぞれ、表面散乱アンテナの他の模範的な調整パターンと、対応
するフィールドパターンとを示す図である。
【０００８】
　図５および図６は、表面散乱アンテナのユニットセルを示す図である。
【０００９】
　図７は、メタマテリアル要素の例を示す図である。
【００１０】
　図８は、表面散乱アンテナのマイクロストリップの実施形態を示す図である。
【００１１】
　図９は、表面散乱アンテナの共面導波管の実施形態を示す図である。
【００１２】
　図１０および図１１は、表面散乱アンテナの閉塞導波管の実施形態を示す図である。
【００１３】
　図１２は、散乱素子の直接アドレス指定を用いた表面散乱アンテナを示す図である。
【００１４】
　図１３は、散乱素子の行列アドレス指定を用いた表面散乱アンテナを示す図である。
【００１５】
　図１４は、システムブロック図を示す図である。
【００１６】
　図１５および図１６は、フロー図を示す図である。
【００１７】
　〔詳細な説明〕
　以下の詳細な説明では、本明細書の一部を構成する添付図面を参照している。図面にお
いて、類似の記号は、特に断りがない限り、類似の構成要素を通常は特定している。詳細
な説明、図面、および特許請求の範囲に記載されている例示的な実施形態は、限定するこ
とを意図していない。本明細書に示されている事項の精神または範囲から逸脱することな
く、他の実施形態が利用されてもよいし、また他の変更がなされてもよい。
【００１８】
　表面散乱アンテナの概略図が、図１に示されている。表面散乱アンテナ１００は、波伝
搬構造１０４に沿って配置された複数の散乱素子１０２ａ，１０２ｂを含んでいる。波伝
搬構造１０４は、マイクロストリップ、共面導波管、平行板導波管、誘電体板、閉塞した
または管状の導波管、もしくは構造に沿ってまたは構造内に誘導波または表面波１０５が
伝搬するのを支持し得る構造であればいかなる構造であってもよい。状線１０５は、誘導
波または表面波を象徴化して示したものであり、誘導波または表面波の実際の波長または
振幅を示すことを意図していない。加えて、波状線１０５が波伝搬構造１０４内（例えば
、誘導波について言えば金属製導波管内）に示されているが、表面波に関しては波伝搬構
造の外側に実質的に局在し得る（例えば、ＴＭモードでは１本のワイヤー伝送線上にあり
、「疑似プラズモン」では人工的なインピーダンス表面上にあり得る）。散乱素子１０２
ａ，１０２ｂは、波伝搬構造１０４内に組み込まれているか、波伝搬構造１０４の表面上
に配置されているか、または波伝搬構造１０４のエバネッセント近傍に配置されたメタマ
テリアル要素を含んでいてもよい。例えば、散乱素子は、米国特許出願公開第２０１０／
０１５６５７３号（Ｄ．Ｒ．Ｓｍｉｔｈら「表面および導波管のためのメタマテリアル」
）に開示されているような、相補的メタマテリアル要素を含むことができる。この文献は
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参照により本願に含まれる。
【００１９】
　表面散乱アンテナは、波伝搬構造１０４を給電構造１０８に連結するために構成された
少なくとも１つの給電コネクタ１０６も含む。給電構造１０８（同軸ケーブルとして概略
的に示されている）は、伝送線、導波管、または給電コネクタ１０６を経由して、波伝搬
構造１０４の誘導波または表面波１０５に送り出され得る電磁信号を供給可能な構造であ
ればいかなる構造であってもよい。給電コネクタ１０６は、例えば同軸マイクロストリッ
プコネクタ（例えば、ＳＭＡ－ｔｏ－ＰＣＢアダプタ）、同軸導波管コネクタ、モード適
合移行部等であってもよい。図１に「エンドランチ」構造の給電コネクタを示しており、
当該構造により誘導波または表面波１０５が波伝搬構造の周辺領域（例えば、マイクロス
トリップの先端または平行板導波管の端部）から送り出され得る。しかし、別の実施形態
においては、給電構造は、波伝搬構造の非周辺部に取り付けられていてもよく、それによ
り誘導波または表面波１０５は、波伝搬構造の非周辺部（例えば、マイクロストリップの
中間点、または平行板導波管の上端または下端に空けられた穴）から送り出され得る。ま
た、さらに別の実施形態では、複数の位置（波伝搬構造の周辺の位置および／または非周
辺の位置）において波伝搬構造に取り付けられた複数の給電コネクタを提供してもよい。
【００２０】
　散乱素子１０２ａ，１０２ｂは、１つ以上の外部入力に応じて調整可能な電磁特性を有
する調整可能な散乱素子である。調整可能な散乱素子の様々な実施形態は、例えば既に参
照したＤ．Ｒ．Ｓｍｉｔｈらの文献に開示されており、本明細書にさらに開示されている
。調整可能な散乱素子は、電圧入力（例えば、能動素子（例えば、バラクタ、トランジス
タ、またはダイオード等）または管状誘電性物質を組み込む素子（例えば、強誘電体等）
へのバイアス電圧）、電流入力（例えば、能動素子への荷電粒子の直接注入）、光入力（
例えば、光活性物質の照明）、フィールド入力(例えば、非線形磁性体を含む素子への磁
場)、機械的入力（例えば、ＭＥＭＳ、作動装置、または油圧技術）等に応じて調整可能
な素子を含むことができる。図１の概略例では、第１電磁特性を有する第１状態に調整さ
れた散乱素子は、第１素子１０２ａとして示されており、第２電磁特性を有する第２状態
に調整された散乱素子は、第２素子１０２ｂとして示されている。第１および第２電磁特
性に対応する第１および第２状態を有している散乱素子の図示は、制限することを意図し
ていない。実施形態は、互いに異なる非連続の複数の電磁特性に対応した非連続の複数の
状態の中から選択するために非連続的に調整可能である散乱素子、または互いに異なる連
続の電磁特性に対応した連続の状態の中から選択するために連続的に調整可能な散乱素子
を提供してもよい。さらに、図１に示されている調整の具体的形態（すなわち、素子１０
２ａ，１０２ｂの交互配列）は、単に模範的な構成であり、制限することを意図していな
い。
【００２１】
　図１の例において、散乱素子１０２ａ，１０２ｂは、それぞれ第１および第２電磁特性
の関数である誘導波または表面波１０５への第１および第２結合を有している。例えば、
第１および第２結合は、誘導波または表面波の周波数または周波数帯における散乱素子の
第１および第２分極率であってもよい。１つの方法では、第１結合が実質的な非ゼロ結合
であるのに対して、第２結合は実質的なゼロ結合である。別の方法では、両方の結合が実
質的な非ゼロ結合であるが、第１結合が第２結合よりも実質的に大きい（または小さい）
。第１および第２結合に起因して、第１および第２散乱素子１０２ａおよび１０２ｂは、
それぞれ第１および第２結合の関数（例えば、比例）である振幅を有する複数の散乱電磁
波を形成するために誘導波または表面波１０５に対応する。散乱電磁波の重ね合わせは、
本実施例において、表面散乱アンテナ１００から放射する平面波１１０として示されてい
る電磁波を備える。
【００２２】
　平面波の発生は、散乱素子の調整の具体的なパターン（例えば、図１における第１およ
び第２散乱素子の交互の配置）を、平面波１１０を形成するために誘導波または表面波１
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０５を散乱させる格子を規定するパターンとして見なすことによって理解され得る。この
パターンは調整可能なので、表面散乱アンテナのいくつかの実施形態は、調整可能な格子
、またはより一般的にホログラムを提供してもよい。この場合、散乱素子の調整パターン
は、ホログラフィの原則に従って選択され得る。例えば、誘導波または表面波が波伝搬構
造１０４に沿った位置の関数である複素スカラ入力波Ψｉｎによって表され、表面散乱ア
ンテナが別の複素スカラ波Ψｏｕｔによって表される出力波を形成することが望まれると
する。この場合、波伝搬構造に沿った入力波および出力波の干渉縞に対応する散乱素子の
調整パターンが選択され得る。例えば、Ｒｅ［ΨｏｕｔΨ＊

ｉｎ］によって与えられる干
渉期間の関数（例えば、比例または階段関数）である誘導波または表面波への結合を提供
するために調整されてもよい。このように、選択されたビームパターンに対応する出力波
を特定することによって任意のアンテナ放射パターンを提供するために表面散乱アンテナ
の実施形態を調整し、上述したように散乱素子を調整してもよい。そのため、表面散乱ア
ンテナの実施形態は、例えば選択されたビーム方向（例えば、ビームステアリング）、選
択されたビーム幅または形状（例えば、広いまたは狭いビーム幅を有するファンまたはペ
ンシルビーム）、選択されたヌル配置（例えば、ヌルステアリング）、選択された多数の
ビームの配置、選択された偏向状態（例えば、直線偏向、円偏向、または楕円偏向）、選
択された全位相、またはこれらの組み合わせを提供するために調整されてもよい。代わり
にまたは加えて、表面散乱アンテナの実施形態は、選択された近接場放射プロファイルを
提供するために、例えば近接場集束および／または近接場ヌルを提供するために調整され
てもよい。
【００２３】
　干渉縞の空間分解能が散乱素子の空間分解能によって制限されるので、素子間の間隔が
、装置の動作周波数に対応する自由空間波長よりも非常に小さい（例えば、この自由空間
波長の５分の１の４分の１よりも小さい）内部要素空間を持つ波伝搬構造に沿って散乱素
子は配置されてもよい。いくつかの方法では、動作周波数は、センチメートル規模の自由
空間波長に対応するＫａ、Ｋｕ、およびＱ等の周波数帯の中から選択されるマイクロ波周
波数である。この長さの規模は、後述する従来のプリント基板技術を使った散乱素子の製
造を可能にする。
【００２４】
　いくつかの方法では、表面散乱アンテナは、散乱素子の略一次元の配置を有する略一次
元の波伝搬構造１０４を含んでいる。当該一次元の配置の調整パターンは、例えば頂角の
関数として（すなわち、一次元の波伝搬構造に平行な頂点方向に比例して）選択されたア
ンテナ放射プロファイルを提供してもよい。他の方法では、表面散乱アンテナは、散乱素
子の略二次元の配置を有する略二次元の波伝搬構造１０４を含んでいる。当該二次元の配
置の調整パターンは、例えば頂角および方位角の両方の関数として（すなわち、二次元の
波伝搬構造に垂直な頂点方向に比例して）選択されたアンテナ放射側面を提供してもよい
。二次元の長方形波伝搬構造に配置された散乱素子の二次元配列を含む表面散乱アンテナ
の模範的な調整パターンおよびビームパターンが、図２Ａ～４Ｂに示されている。これら
の模範的な実施形態において、二次元の長方形波伝搬構造は、構造の幾何学的な中心に配
置されているモノポールアンテナ給電部を含んでいる。図２Ａは、図２Ｂのビームパター
ン図によって示されたように、選択された頂点およびアジマスを有する狭いビームに対応
する調整パターンを提示している。図３Ａは、図３Ｂのビームパターン図によって示され
たように、デュアルビーム遠方場パターンに対応する調整パターンを提示している。図４
Ａは、図４Ｂの電界強度図（長方形の波伝搬構造の長さに垂直であり、当該長さを二等分
する平面に沿った電界強度を示している）によって示されたように、近電界集束を提供す
る調整パターンを提示している。
【００２５】
　いくつかの方法では、波伝搬構造は、モジュラー波伝搬構造である。また、複数のモジ
ュラー波伝搬構造は、モジュラー表面散乱アンテナを構成するために組み立てられてもよ
い。例えば、複数の略一次元の波伝搬構造は、散乱素子の効果的な二次元配置を提供する
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ために、例えばインターディジタルな方法で配置されていてもよい。インターディジタル
な配置は、例えば二次元表面領域を実質的に満たす１組の隣接する線状構造（すなわち、
１組の平行な直線）または１組の隣接する曲線状構造（すなわち、シヌソイド等の１組の
連続的なオフセットカーブ）を備えていてもよい。別の例として、複数の略二次元の波伝
搬構造（上述したように、各々が１組の一次元の構造を備え得る）は、より多くの散乱素
子を有するより大きな開口部を提供ために組み立てられてもよいし、なおかつ／あるいは
複数の略二次元の波伝搬構造は、三次元構造として組み立てられてもよい（例えば、Ａフ
レーム構造、ピラミッド構造、または他の多面構造を形成する）。これらのモジュラー組
立品では、複数のモジュラー波伝搬構造各々は、独自の給電コネクタ１０６を有していて
もよく、なおかつ／あるいはモジュラー波伝搬構造は、第２モジュラー波伝搬構造の誘導
波または表面波内に、第１モジュラー波伝搬構造の誘導波または表面波を２つの構造間の
結合の効力によって連結させるように構成されていてもよい。
【００２６】
　モジュラー的接近方法のいくつかの適用例では、組み立てられるモジュールの数は、要
求された電気通信データ容量および／またはサービスの質を提供する開口部のサイズを得
るために選択されていてもよく、なおかつ／あるいはモジュールの三次元配置は、潜在的
なスキャンロスを減らすために選択されてもよい。そのため、例えばモジュラー組立品は
、航空機、宇宙船、船舶、または地上の車両等の車両の表面と同一平面上の様々な位置／
方向に取り付けられたいくつかのモジュールを備え得る（モジュールは接触する必要はな
い）。これらの方法および他の方法において、波伝搬構造は、略非線形または略非平面的
な形状を有していることにより、特定の幾何学に適合するために等角表面散乱アンテナを
提供してもよい（例えば、車両の曲がった表面に適合させる）。
【００２７】
　より一般的には、表面散乱アンテナは、対応する誘導波または表面波の散乱が所望の出
力波を作り出すために、散乱素子の調整のパターンを選択することによって再構成され得
る再構成可能なアンテナである。例えば、表面散乱アンテナが、図１のように波伝搬構造
１０４に沿った（またはモジュラー実施形態の複数の波伝搬構造に沿った）位置｛ｒｊ｝
に配置された複数の散乱素子を含んでおり、誘導波または表面波１０５への複数の調整可
能な結合｛αｊ｝各々を有しているとする。誘導波または表面波１０５は、波伝搬構造（
１つ以上）に沿って、またはその内部を伝搬するため、ｊ番目の散乱素子に振幅Ａｊおよ
び位相φｊの波を与える。その後、出力波は複数の散乱素子から散乱した波の重ね合わせ
として生成される。
【００２８】
【数１】

【００２９】
Ｅ（θ，φ）は、遠電界放射範囲における出力波の電界構成要素を意味し、Ｒｊ（θ，φ
）は、結合αｊによって引き起こされた励起に応じたｊ番目の散乱素子によって生成され
た散乱波のための（標準化）電界パターンを意味し、ｋ（θ，φ）は、（θ，φ）におけ
る放射範囲に垂直である大きさω／ｃの波ベクトルを意味している。このように、表面散
乱アンテナの実施形態は、式（１）に従って複数の結合｛αｊ｝を調整することによって
、所望の出力波Ｅ（θ，φ）を提供するために調整可能な再構成可能なアンテナを提供し
てもよい。
【００３０】
　誘導波または表面波の振幅Ａｊおよび位相φｊは、波伝搬構造１０４の伝搬特性の関数
である。これらの伝搬特性は、例えば有効な屈折率および／または有効な電波インピーダ
ンスを含んでいてもよい。また、これらの有効電磁特性は、波伝搬構造に沿った散乱素子
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の配置と調整とによって少なくとも一部分は特定され得る。換言すれば、波伝搬構造は、
調整可能な散乱素子と共に、例えば以上で参照したＤ．Ｒ．Ｓｍｉｔｈらの文献に記載さ
れているように、誘導波または表面波の伝搬のための調整可能な有効媒体を提供してもよ
い。したがって、誘導波または表面波の振幅Ａｊおよび位相φｊは、調整可能な散乱素子
の結合｛αｊ｝（すなわち、Ａｊ＝Ａｊ（｛αｊ｝）、φｊ＝φｊ（｛αｊ｝））に依存
するが、いくつかの実施形態においてこれらの依存は、波伝搬構造の有効媒体の種類に従
って実質的に予測されてもよい。
【００３１】
　いくつかの方法では、再構成可能なアンテナは、所望の出力波Ｅ（θ，φ）の偏向状態
を提供するために調整可能である。例えば、散乱素子の第１および第２サブセットＬＰ（

１）およびＬＰ（２）が、それぞれ（標準化）電界パターンＲ（１）（θ，φ）およびＲ
（２）（θ，φ）を提供するとする。電界パターンＲ（１）（θ，φ）およびＲ（２）（
θ，φ）は、略直線偏向され、略直角である（例えば、第１および第２対象物は、波伝搬
構造１０４の表面に垂直に方向づけられた散乱素子であってよい）。この場合、アンテナ
出力波Ｅ（θ，φ）は、２つの直線偏向された成分の和として表され得る。
【００３２】
【数２】

【００３３】

【数３】

【００３４】
これは、２つの直線偏向された成分の合成振幅である。したがって、出力波Ｅ（θ，φ）
の偏向は、例えば出力波にいかなる所望の偏向（例えば、直線、円、または楕円）をも与
えるために、式（２）および（３）に従って複数の結合｛αｊ｝を調整することによって
制御してもよい。
【００３５】
　代わりにまたは加えて、波伝搬構造が複数の給電部（例えば、上述した一次元の波伝搬
構造のインターディジタルな配置の各「指」ごとに１つの給電部）を有する実施形態につ
いては、所望の出力波Ｅ（θ，φ）は、複数の給電部のための個々の振幅のゲインを調整
することによって制御してもよい。特定の給電線のためのゲインを調整することは、特定
の給電線によって給電された要素ｊのゲイン係数ＧによってＡｊを多重化することに対応
する。特に、第１給電部（または、このような構造／給電部の第１セット）を有する第１
波伝搬構造が、ＬＰ（１）から選択された素子に結合され、第２給電部（または、このよ
うな構造／給電部の第２セット）を有する第２波伝搬構造が、ＬＰ（２）から選択された
素子に結合される場合の方法では、偏向解消ロス（例えば、ビームが側面から離れてスキ
ャンされることに起因する）は、第１給電部と第２給電部との間の相対ゲインを調整する
ことによって補正されてもよい。
【００３６】
　上述したように、図１の状況において、いくつかの方法では表面散乱アンテナ１００は
、マイクロストリップまたは平行板導波管（または複数のこのような素子）として実行さ
れ得る波伝搬構造１０４を含んでいる。また、これらの方法では、散乱素子は、以上で参
照したＤ．Ｒ．Ｓｍｉｔｈらの文献において提示されているような相補的メタマテリアル
要素を含んでいてもよい。図５を参照すると、下部導電部または接地面５０２（銅または
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同様の物質でできている）と、誘電体基板５０４（デュロイド、ＦＲ４、または同様の物
質でできている）と、相補的メタマテリアル要素５１０を組み込む上部導電体５０６（銅
または同様の物質でできている）と、この場合は上部導電体にエッチングまたはパターン
化された（例えば、ＰＣＢ処理によって）成形開口部５１２によって規定される相補的電
気ＬＣ（ＣＥＬＣ）メタマテリアル要素とを含むマイクロストリップまたは平行板導波管
の模範的なユニットセル５００が示されている。
【００３７】
　図５に示されているようなＣＥＬＣ要素は、ＣＥＬＣ要素の面に平行であり、またＣＥ
ＬＣギャップコンプリメントに直角である、すなわち図５の

【００３８】
（Ｔ．Ｈ．Ｈａｎｄらの「相補的電界結合共鳴面の特徴づけ」Applied Physics Letters 
93,212504(2008)を参照；この文献は参照によって本願に含まれる）に与えられた磁場に
実質的に対応している。したがって、マイクロストリップまたは平行板導波管（図１の誘
導波または表面波１０５の例示化である）に伝搬する誘導波の磁場素子は、

【００３９】
に方向づけられた磁気ダイポール励磁として実質的に特徴づけられる素子５１０の磁気励
磁を引き起こし得る。これにより、実質的に磁気大ポール照射野である散乱電磁波を生成
する。
【００４０】
　成形開口部５１２は、上部導電体５０６から電気的に絶縁されている島状導電部５１４
をも規定するため、いくつかの方法において散乱素子は、成形開口部５１２の内部および
／または近傍に調整材料を供給し、その後島状導電体５１４と上部導電体５０６との間に
バイアス電圧を印加することによって、調整可能に構成され得る。例えば、図５に示すよ
うに、ユニットセルは液晶材料層５２０に沈められていてもよい。液晶は、液晶を含む分
子の方向の関数である誘電率を有する。また、方向は、液晶にバイアス電圧（バイアス電
界と同等）を印加することによって制御され得る。その結果、液晶は散乱素子の電磁特性
の調整のための電圧整調誘電率を提供し得る。
【００４１】
　液晶材料５２０は、例えば波伝搬構造の上面に液晶格納構造を提供することによって、
散乱素子近傍に保持され得る。液晶格納構造の模範的な構成は、図５に示されている。図
５は、保護部５３２を含み、上部導電体５０６と保護部５３２との間に分離を与える１つ
以上の支持部またはスペーサ５３４を任意で含む液晶格納構造を表している。いくつかの
方法では、液晶格納構造は、波伝搬構造の上面に接合され得る平面を有する機械加工また
は射出成型されたプラスチック部分である。当該平面は、散乱素子に被せられ得る１つ以
上のくぼみ（例えば、溝または凹部）を含み、これらのくぼみは、例えば真空射出処理に
よって、液晶で満たされ得る。別の方法では、支持部５３４は、フォトリソグラフィック
処理（例えば、米国特許第４，８７４，４６１（Ｓａｔｏらの「フォトリソグラフィによ
って形成されたスペーサを持つ液晶装置を製造するための方法」に記載されているように
；この文献は参照により本願に含まれる）によって成形された球状のスペーサ（例えば、
球状樹脂粒子）、壁、または柱である。保護部５３２を支持部５３４に取り付けた後、液
晶の注入（例えば、真空注入）が行われる。
【００４２】
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　ネマチック位相液晶に関しては、分子方向は配光ベクトル場によって特徴づけられ得る
ものであり、物質はより大きい誘電率ε□を配光ベクトルに平行な電界構成要素に与え得
、より小さい誘電率ε⊥を配光ベクトルに垂直な電界構成要素に与え得る。バイアス電圧
を印加することは、成形開口部にかかるバイアス電界線をもたらし、配光ベクトルはこれ
らの電界線に平行に傾向となる（バイアス電圧の増加に伴って、配列角度は増加する）。
これらのバイアス電界線が散乱素子の散乱励起時に生成される電界線に略平行なので、バ
イアス散乱素子から認められる誘電率は、対応してε□に近くなる傾向がある（すなわち
、バイアス電圧の増加に対応する）。その反面、非バイアス散乱素子から認められる誘電
率は、液晶の非バイアス構成に応じて決まり得る。非バイアス液晶が最大限に乱された場
合（すなわち、不規則に配向された微小範囲の場合）、非バイアス散乱素子から平均誘電
率εave□（ε□＋ε⊥）／２を認められる。非バイアス液晶が最大限にバイアス電界線
に沿って垂直に配向された場合（すなわち、バイアス電界の印加前）、非バイアス散乱素
子からε⊥程小さい誘電率を認められる。その結果、散乱素子から認められる誘電率に関
してより広範囲の調整を実現することが望まれる実施形態においては（散乱素子の有効静
電容量のより広範囲の調整に対応し、それが故散乱素子の共鳴周波数のより広範囲の調整
）、ユニットセル５００は、液晶層５１０の上面および／または下面に配置され、印可さ
れたバイアス電圧に対応するバイアス電界線に略垂直な方向に液晶配向ベクトルを並べる
ように構成された位置依存性配列層を含んでいてもよい。配列層は、例えばポリイミド層
を含んでいてもよい。当該ポリイミド層は、擦り減らされる、またはパターン化される（
例えば、機械加工またはフォトリソグラフィにより）ことによって、成形開口部５１２の
導管に平行に伸びる微細な溝が設けられている。
【００４３】
　代わりにまたは加えて、ユニットセルは、成形開口部５１２の導管に略垂直に液晶を配
向させる（例えば、上述した上部導電体５０６と島状導電部５１４との間にバイアス電圧
を印加することにより）第１バイアス部、および成形開口部５１２の導管に略平行に液晶
を配向させる（例えば、ユニットセルの四隅において上部導電体５０６の上に配置された
電極を導入し、隣接する隅の電極に逆電圧を印加することにより）第２バイアス部を提供
してもよい。散乱素子の調整は、例えば第１バイアス部と第２バイアス部との間で交互に
行うか、第１および第２バイアス部の相対強度を調整することにより実現されてもよい。
【００４４】
　いくつかの方法においては、犠牲層を用いて、成形開口部５１２近傍により大容量の液
晶を入れることによって、液晶調整の効果を向上させてもよい。この方法の図を図６に示
す。図６は、図５のユニットセル５００を側面から見た図を示しており、ユニットセル５
００には誘導体基板５０４と上部導電体５０６との間に配置された犠牲層６００（例えば
、ポリイミド層）がさらに設けられている。成形開口部５１２を規定するための、上部導
電体５０６のエッチングに続いて、犠牲層６００のさらなる選択的なエッチングにより、
液晶５２０によって満たされ得る空洞６０２を生成する。いくつかの方法においては、犠
牲層６００の選択的なエッチングのパターンを規定するために別の遮蔽層が使われている
（上部導電体５０６によって作成することの代わりに、または加えて）。
【００４５】
　多様な実施形態において実施され得る模範的な液晶は、４－シアノ－４´－ペンチルビ
フェニル、およびＬＣＭＳ－１０７（ＬＣ　Ｍａｔｔｅｒ）またはＧＴ３－２３００１（
Ｍｅｒｃｋ）等の高複屈折性共晶ＬＣ混合物を含んでいる。いくつかの方法では、二周波
液晶を利用してもよい。二周波液晶において、配向ベクトルはより低い周波数では印加バ
イアス電界に略平行であり、より高い周波数では印加バイアス電界に略に垂直に並ぶ。結
果的に、これらの二周波液晶を実施する方法においては、印可バイアス電圧信号の周波数
を調整することによって、散乱素子の調整を実現し得る。他の方法では、一般的に液晶の
弛緩／切替時間がより短い高分子網目液晶（ＰＮＬＣｓ）またはポリマー分散液晶（ＰＤ
ＬＣｓ）を実施してもよい。前者の例は、ネマチックＬＣホスト（例えば、ＬＣＭＳ－１
０７）における高分子化合物（例えば、ＢＰＡ－ジメタクリレート）の熱硬化性またはＵ
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Ｖ硬化性の混合物である（Ｙ．Ｈ．Ｆａｎらの「赤外光変調装置のための高速応答および
非散乱性高分子網目液晶」Applied Physics Letters 84,1233-35(2004)を参照；この文献
は参照により本願に含まれる）。後者の例は、ネマチックＬＣ（例えば、ＬＣＭＳ－１０
７）に含浸させた多孔性高分子化合物（例えば、ＰＴＥＥ薄膜）である（Ｔ．Ｋｕｋｉら
の「液晶に含浸された薄膜を用いたマイクロ波可変遅延線」Microwave Symposium Digest
,2002 IEEE MTT-S International，vol.1，pp.363-366(2002)参照；この文献は参照によ
り本願に含まれる）。
【００４６】
　続いて、島状導電体５１４と上部導電体５０６との間にバイアス電圧を印加するための
方法に関しては、上部導電体５０６は１つのユニットセルから次のユニットセルまで連続
して伸びる。これにより、すべてのユニットセルの上部導電体への電気的接続は、マイク
ロストリップの上部導電体またはユニットセル５００により構成される平行板導波管への
単独接続によって得ることができる。島状導電体５１４に関して、図５はバイアス電圧線
５３０の島状導電体への取り付け方の例を示している。この例では、バイアス電圧線５３
０は、島状導電体の中央に取り付けられており、散乱素子の対称面に沿って当該島状電体
から離れて伸びている。対称面に沿った位置合わせの効力によって、散乱素子の散乱励起
時にバイアス電圧線によって生成された電界は、バイアス電圧線に略垂直であり、その結
果、散乱素子の散乱特性を乱すまたは変更し得るバイアス電圧線の電流を起こさない。バ
イアス電圧線５３０は、例えば絶縁層（例えば、ポリイミド）を溶着し、島状導電体５１
４の中央に絶縁層をエッチングし、その後バイアス電圧線５３０を規定する導電フィルム
（例えば、クロム／金二重層）をパターン化するリフトオフ処理を用いることによって、
ユニットセルに設けてもよい。
【００４７】
　図７Ａ～７Ｈは、表面散乱アンテナの各種の実施形態に従って使われて得る各種のＣＥ
ＬＣ要素を示している。これらは、模範的な素子の概略図であり、正しい尺度で示してお
らず、単に各種の実施形態に適し得る数多くのＣＥＣＬ素子の代表に過ぎない。図７Ａは
、図５において使われている素子に対応する。図７Ｂは、代替のＣＥＬＣ要素を示してお
り、７ＡのＣＥＬＣ要素と位相的に等しいが、素子のアームの長さを増すために波状ペリ
メータを使用することによって、素子の静電容量を増やしているＣＥＬＣ要素を示してい
る。図７Ｃおよび７Ｄは、偏向制御を与えるために利用され得る１対の素子様式を示して
いる。これらの直交する素子が

【００４８】
に配向された電磁場を有する誘導波または表面波によって励起される場合、この印可され
た電磁場は７Ｃまたは７Ｄそれぞれの素子の

【００４９】
に対して＋４５°または－４５°に配向された磁気双極子励起として実質的に規定され得
る電磁励起を引き起こす。図７Ｅおよび７Ｆは、直交したＣＥＬＣ要素であって、アーム
も＋４５°に傾斜されたＣＥＬＣ要素の変形例を示している。これらの傾斜した構成は、
二極性の応答を引き起こすＣＥＬＣ要素の領域すべては、励磁場に直交して配向されてい
るか（それ故励磁されない）、または当該例磁場に対して４５°の方向に配向されている
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ため、より高い磁気双極子応答を潜在的に提供する可能性がある。最後に、図７Ｅおよび
７Ｆは、図７Ｂの波状ＣＥＬＣ要素を同様に傾斜した変形例を示している。
【００５０】
　図５には、マイクロストリップ等の波伝搬構造の上部導電体５０６上にパターン化され
たメタマテリアル要素５１０の例を示しているが、別の方法では、図８に示したように、
メタマテリアル要素は、マイクロストリップ自身に配置されておらず、マイクロストリッ
プのエバネッセント近傍内（すなわち、縁領域内）に配置されている。このようにして、
図８は、接地面８０２、誘電体基板８０４、上部導電体８０６、およびマイクロストリッ
プの両側に沿って配置された導電ストリップ８０８を有するマイクロストリップの構成を
示している。これらの導電ストリップ８０８は、成形開口部８１２によって規定される相
補的メタマテリアル要素８１０を組み込んでいる。この例において、相補的メタマテリア
ル要素は、図７に示したような、波状ペリメータＣＥＬＣ要素である。図８に示したよう
に、ビア８４０は、各メタマテリアル要素の島状誘電体８１４にバイアス電圧線８３０を
接続するために用いられ得る。結果として、この構成は、マイクロストリップ信号トレー
スとメタマテリアル要素とを提供する層１、およびマイクロストリップ接地面とバイアス
トレースとを提供する層２を有する２層ＰＣＢ処理（介在誘電体を有する２つの導電層）
を使って容易に実施され得る。誘導層および導電層は、銅張Ｒｏｇｅｒｓ５８８０等の高
効率物質であってよい。前述したように、調整は、メタマテリアル要素８１０上に液晶層
（不図示）を配置することによって実現されてもよい。
【００５１】
　さらに別の方法では、図９Ａおよび９Ｂに示すように、波伝搬構造は、共面導波管（Ｃ
ＰＷ）であり、メタマテリアル要素は、共面導波管の束の間の近傍の中（すなわち、縁領
域）に配置されている。したがって、図９Ａおよび９Ｂは、下部接地面９０２、ＣＰＷ信
号トレース９０７の両側の中央接地面９０６、および相補的メタマテリアル要素９２０（
１つだけ示されているが、本方法では、ＣＰＷの長さに沿って当該要素を連続して配置す
る）を組み込む上方接地面９１０を有する共面導波管の構造を示している。これらの連続
する導電層は、誘電層９０４，９０８によって分離されている。共面導波管は、ＣＰＷの
高位モードを断ち切る、なおかつ／あるいは隣接したＣＰＷ（不図示）間のクロストーク
を減らすように働くビア９３０の列柱によって固定されていてもよい。ＣＰＷストリップ
の幅９０９は、メタマテリアル要素９２０への連結を制御するために、例えば開口率を高
めたり、なおかつ／あるいはビームプロファイルの開口部の傾斜を制御したりするために
、ＣＰＷの長さに応じて変更し得る。ＣＰＷの間隔９１１は、線インピーダンス制御によ
って調整され得る。図９Ｂに示すように、第３誘電層９１２およびスルービア９４０は、
各メタマテリアル要素の島状導電体９２２および構造の裏面に位置するバイアスパッド９
５２に、バイアス電圧線９５０を接続するために使用され得る。第３誘電層９１２におけ
る導管９２４は、導電要素の成形開口部周辺に液晶（不図示）を配列させる。この構成は
、４層ＰＣＢ処理（３つの介在誘電層を有する４つの導電層）を使って実施され得る。こ
れらのＰＣＢは、電気メッキおよび無電解のメッキ技術同様、スルー、ブラインド、およ
びベリードビア構成と一緒に積層構造を使って製造されてもよい。
【００５２】
　図１０および１１に示されているさらなる別の方法では、波伝搬構造は、閉塞または管
状導波管であり、メタマテリアル要素は、閉塞導波管の表面に沿って配置されている。し
たがって、図１０は、凹部１００２およびメタマテリアル要素１０１０を組み込む導電面
１００４によって規定される導波管であって、長方形状の断面を有する閉塞または管状導
波管を示している。切断面図が示すように、誘電層１０２２を通るビア１０２０は、メタ
マテリアル要素の島状伝導１０１２にバイアス電圧線１０３０を接続するために使われ得
る。凹部１００２は、閉塞導波管の「床および壁」を与えるために圧延または成形される
金属片として用いられ得る。そして、導波管の「天井」は、バイアストレース１０３０を
与える上層、およびメタマテリアル要素１０１０を与える下層を有する２層プリント基板
として用いられ得る。導波管は、メタマテリアル要素を調整するために、液晶によって満
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てもよい。
【００５３】
　図１１に示すように、代替的な閉塞導波管の実施形態においては、長方形状の断面を有
する閉塞導波管は、凹部１１０２および導電面１１０４によって規定される。ユニットセ
ルの切断図が示すように、導電面１１０４は、誘導波と共振器要素１１１０との間を連結
するアイリス１１０６を有する。この例において、相補的メタマテリアル要素は、図７Ｂ
に示されるような、波状ペリメータＣＥＬＣ要素である。図中では、長方形状の連結アイ
リスを示しているが、他の形状を用いてもよく、アイリスのサイズは、散乱素子への連結
を制御するために（例えば、開口率を高めたり、なおかつ／あるいはビームプロファイル
の開口部の傾斜を制御したりするために）、導波管の長さに応じて変更し得る。誘電層１
１２２を通る１対のビア１１２０は、メタマテリアル要素の島状導電部１１１２にバイア
ス電圧線１１３０を接続するために、短い経路線１１２５と一緒に使われてもよい。凹部
１１０２は、閉塞導波管の「床および壁」を与えるために圧延または成形される金属片と
して用いられ得る。そして、導波管の「天井」は、メタマテリアル要素１１１０（および
バイアストレース１１３０）を与える上層、およびアイリス１１０６（およびバイアス経
路１１２５）を与える下層を有する２層プリント基板として用いられ得る。メタマテリア
ル要素１１１０は、隣接するユニットセル間の連結またはクロストークを減らすために、
誘電層１１２２を通って伸びるビア１１５０の列柱によって、任意に固定され得る。前述
したように、調整は、メタマテリアル要素１１１０上に液晶層（不図示）を配置すること
によって実現されてもよい。
【００５４】
　図１０および図１１の導波管の実施形態では、単なる長方形状の断面を有している導波
管を提供するが、いくつかの方法では、導波管は１つ以上のリッジ（二重リッジ導波管の
ように）を含んでいてもよい。リッジ導波管は、単に長方形状導波管よりも広い帯域幅を
提供できる。また、リッジのジオメトリ（幅／高さ）は、散乱素子への結合部を制御する
ために（例えば、開口率を高めたり、なおかつ／あるいはビームプロファイルの開口部の
傾斜を制御したりするために）、なおかつ／あるいはなだらかなインピーダンス変化を提
供するために（例えばＳＭＡコネクタ給電部から）、導波管の長さに応じて変動し得る。
【００５５】
　様々な方法において、例えば、アンテナ制御回路に接続するためのパッド構造に各散乱
素子のバイアス電圧線を伸ばすことによりバイアス電圧線を直接的にアドレス指定されて
もよいし、例えば、行と列とによってアドレス指定可能な電圧バイアス回路に各散乱素子
を提供することにより行列アドレス指定されてもよい。図１２は、マイクロストリップ１
２０２の表面における散乱素子１２００の配置のために、直接アドレス指定を提供する構
成例を示しており、複数のバイアス電圧線１２０４が散乱素子に個別のバイアス電圧を供
給するためにマイクロストリップの長さ方向に沿って伸びている（代わりに、バイアス電
圧線１２０４は、マイクロストリップに垂直に伸び、かつマイクロストリップの長さ方向
に沿ってパッドまたはビアまで伸ばされていてもよい）。（図は、例えば偏向制御を与え
る等、散乱素子を垂直方向に配置する方法の例も示している。この場合、マイクロストリ
ップに沿って伝搬する誘導波は、

【００５６】
に方向づけられた磁場を有しており、その結果、
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【００５７】
に対して±４５°の方向に向けられた磁気双極子励起として実質的に特徴づけられ得る励
磁を引き起こす散乱素子の両方向に連結されていてもよい。）図１３は、散乱素子１３０
０の配置（例えば、平行板導波管の表面上）に行列アドレス指定を提供する構成例を示し
ており、各散乱素子は、行入力１３０６および列入力１３０８によってアドレス指定可能
なバイアス回路１３０４に、バイアス電圧線１３０２を介して接続されている（各行入力
および／または列入力列は１つ以上の信号を含んでおり、例えば各行または各列は単線ま
たはその行または列に専用の１組の平行線によってアドレス指定されてもよい）。各バイ
アス回路は、例えばスイッチング装置（例えば、トランジスタ）、記憶装置（例えば、蓄
電器）、および／または論理／多重回路、デジタル－アナログ変換回路等の付加的な回路
を含んでいてもよい。この回路は、例えば薄膜トランジスタ（ＴＦＴ）処理等、モノリシ
ック集積回路を用いて素早く製造してもよいし、例えば表面実装技術（ＳＭＴ）等を用い
て波伝搬構造に実装された集積回路のハイブリッド型組み立て部品として素早く製造して
もよい。いくつかの方法では、バイアス電圧は、ＡＣバイアス信号の振幅を調整すること
によって調整されてもよい。他の方法では、バイアス電圧は、ＡＣシグナルに対してパル
ス幅変調を施すことによって調整されてもよい。
【００５８】
　続いて図１４を参照すると、例示的な実施形態が、システムブロック図として示されて
いる。システム１４００は、アンテナユニット１４２０に１つ以上の給電部１４１２によ
って連結されている通信ユニット１４００を含んでいる。通信ユニット１４１０は、例え
ば携帯ブロードバンド衛星無線電話機、送信機、受信機、またはラジオあるいはマイクロ
波通信システム用の無線電話機モジュールを含んでいてもよく、データ多重化／逆多重化
回路、エンコーダ／デコーダ回路、モジュレータ／デモジュレータ回路、周波数アップコ
ンバータ／ダウンコンバータ、フィルタ、増幅器、およびデュプレックス等を組み込んで
いてもよい。アンテナユニットは、送信、受信、または両方を行うように構成された少な
くとも１つの表面散乱アンテナを含む。また、いくつかの方法において、アンテナユニッ
ト１４２０は、複数の表面散乱アンテナを備えていてもよい。例えば、第１および第２の
表面散乱アンテナはそれぞれ送信および受信を行うように構成されている。複数の給電部
を有する表面散乱アンテナを有する実施形態においては、通信ユニットはＭＩＭＯ回路を
含んでいてもよい。システム１４００は、アンテナの構成を決定する制御入力１４３２を
提供するように構成されたアンテナ制御部１４３０を含んでいてもよい。例えば、制御入
力は、各散乱素子への入力（例えば、図１２に示したような直接アドレス指定設定）、行
入力および列入力（例えば、図１３に示したような行列アドレス指定設定）、およびアン
テナ給電部のための調整ゲイン等を備えていてもよい。
【００５９】
　いくつかの方法では、アンテナ制御部１４３０は、アンテナの環境条件（例えば、その
位置、方向、温度、および機械的変形等）を検出するセンサ部材を持つセンサユニットを
任意で含んでいる。例えば、アンテナ制御部１４３０は、１組の所望のアンテナ照射パタ
ーン（本開示内で上述したビーム方向、ビーム幅、および配向状態等に対応）に対応する
、制御入力１４３２のための１組の値を割り出すルックアップテーブル等として、１組の
表面散乱アンテナ構成を備えていてもよい。このルックアップテーブルは、
制御入力の値の範囲に対して、アンテナの全波シミュレーションを実行したり、アンテナ
を試験環境下に配置して制御入力の値の範囲に対応するアンテナ照射パターンを測定した
りする等して、予め算出されていてもよい。いくつかの方法では、アンテナ制御部は、上
記のルックアップテーブルを用いて、回帰分析に応じた制御入力を算出するように構成さ
れていてもよい。具体的には、例えば上記のルックアップテーブル内に格納されている２
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つのアンテナ照射パターン間の制御入力に対する値を補間する（例えば、ルックアップテ
ーブルがビームステアリング方向の離散的インクリメントのみを含む場合に、連続的なビ
ームステアリングを可能にするため）ことにより、制御入力を算出してもよい。あるいは
、アンテナ制御部１４３０は、選択されたあるいは所望のアンテナ照射パターンに対応す
る制御入力１４３２を動的に算出するように構成されていてもよい。具体的には、例えば
干渉項Ｒｅ［ΨoutΨ

*
in］に対応するホログラフィックパターンを算出したり（本開示内

で上述したとおり）、選択されたあるいは所望のアンテナ照射パターンを提供するカップ
リング｛αｊ｝（制御入力の値に対応）を本開示内で提示した式（１）に基づいて算出し
たりすることにより、制御入力１４３２を算出してもよい。
【００６０】
　いくつかの方法では、アンテナユニット１４２０は、アンテナの環境条件（例えば、そ
の位置、方向、温度、および機械的変形等）を検出するセンサ部材を任意で含んでいる。
センサ部材は、ＧＰＳ装置、ジャイロスコープ、温度計、および歪みゲージ等を１つ以上
含んでいてもよい。また、センサユニットは、センサデータ１４２４をアンテナ制御部に
提供するために、当該アンテナ制御部に接続されていてもよい。これにより、アンテナの
移動または回転（例えば、アンテナが航空機等の通信プラットフォームに搭載されている
場合）、あるいは温度ドリフト、機械的変形等を補正するために制御入力１４３２を調整
してもよい。
【００６１】
　いくつかの方法では、通信ユニットは、制御入力のフィードバック調整のために、フィ
ードバック信号１４３４をアンテナ制御部に提供してもよい。例えば、通信ユニットは、
ビットエラーレート信号を提供し、アンテナ制御部は、チャンネルノイズを軽減するため
にアンテナ構成を調整するフィードバック回路（例えば、ＤＳＰ回路）を含んでいてもよ
い。あるいは／さらに、ポインティングアプリケーションあるいはステアリングアプリケ
ーションのために、アンテナ制御部はフィードバック回路（例えば、通信ブロードバンド
衛星放送の受信機のためのポインティングロックＤＳＰ回路）を含んでいてもよい。
【００６２】
　説明のための実施形態が、処理フロー図として図１５に図示されている。フロー１５０
０は、表面散乱アンテナのための第１アンテナ照射パターンであって、１つ以上の制御入
力に変動的に対応する第１アンテナ照射パターンを選択する工程１５１０を含む。例えば
、通信衛星、通信基地局、あるいは通信モバイルプラットフォームの位置において、照射
パターンの一次ビームを方向づけるようなアンテナ照射パターンが選択される。あるいは
／さらに、所望の位置に照射パターンのヌルを位置づけるようなアンテナ照射パターンが
選択される（例えば、通信を確実にするため、あるいはノイズ源を取り除くため）。ある
いは／さらに、円偏向（例えば、Ｋａ帯衛星通信）または直線偏向（例えば、Ｋｕ帯衛星
通信）等、所望の偏向状態を提供するようなアンテナ照射パターンが選択される。フロー
１５００は、選択された第１アンテナ照射パターンに対応する１つ以上の制御入力の第１
値を決定する工程１５２０を含む。例えば、図１４に示すシステムでは、アンテナ制御部
１４３０は、ルックアップテーブルを用いることによって、あるいは所望のアンテナ照射
パターンに対応するホログラムを算出することによって、制御入力の値を決定するように
構成された回路を含んでいてもよい。フロー１５００は、表面散乱アンテナのための１つ
以上の制御入力の第１値を提供する工程１５３０を任意で含む。例えば、アンテナ制御部
１４３０は、種々の散乱素子にバイアス電圧を印加することが可能であり、なおかつ／あ
るいはアンテナ制御部１４３０は、アンテナ給電部のゲインを調整することが可能である
。フロー１５００は、第１アンテナ照射パターンとは異なる第２アンテナ照射パターンを
選択する工程１５４０を含む。本工程も同様に、例えば第２ビーム方向あるいはヌルの第
２位置を選択する工程を含み得る。この方法の一適用例では、衛星通信ターミナルは、複
数の衛星間で切り替わることができる。例えば、最大負荷時に容量を最適化するために切
り替わったり、使用が開始された他の衛星に切り替わったり、あるいは使用が終了した最
初の衛星またはオフラインの最初の衛星から切り替わったりすることができる。フロー１
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５００は、選択された第２アンテナ照射パターンに対応する１つ以上の制御入力の第２値
を決定する工程１５５０を含む。本工程も同様に、例えばルックアップテーブルを用いた
り、ホログラフィックパターンを算出したりし得る。フロー１５００は、表面散乱アンテ
ナのための１つ以上の制御入力の第２値を提供する工程１５６０を任意で含む。本工程も
同様に、例えば、倍す電圧を印加し、なおかつ／あるいは給電ゲインを調整する工程を含
み得る。
【００６３】
　説明のための他の実施形態が、処理フロー図として図１６に図示されている。フロー１
６００は、１つ以上の第１制御入力に対応する第１変動照射パターンを有する第１表面散
乱アンテナのための第１対象物を特定する工程１６１０を含む。この第１対象物は、例え
ば通信衛星、通信基地局、あるいは通信モバイルプラットフォームである。フロー１６０
０は、第１対象物と第１表面散乱アンテナとの間の第１相対運動に対応する第１変動照射
パターンの実質的な連続変異を提供するために、１つ以上の第１制御入力を繰り返し調整
する工程１６２０を含む。例えば、図１４に示したシステムでは、アンテナ制御部１４３
０は、例えば非静止衛星を追跡するため、モバイルプラットフォーム（例えば、航空機ま
たは他の乗り物）と静止衛星とのポインティングロックを保持するため、あるいは対象物
およびアンテナの両方が動く場合に、両者のポインティングロックを保持するために、表
面散乱アンテナの照射パターンを方向づけるように構成された回路を含み得る。フロー１
６００は、１つ以上の第２制御入力に対応する第２変動照射パターンを持つ第２表面散乱
アンテナのための第２対象物を特定する工程１６３０を任意で含む。また、フロー１６０
０は、第２対象物と第２表面散乱アンテナとの間の第２相対運動に対応する第２変動照射
パターンの実質的な連続変異を提供するために、１つ以上の第２制御入力を繰り返し調整
する工程１６４０を任意で含む。例えば、いくつかの適用例では、第１対象物（例えば、
第１非静止衛星）を追跡する第１アンテナユニットと、第２対象物（例えば、第２非静止
衛星）を追跡する第２または予備アンテナユニットとの両方を配置し得る。いくつかの方
法では、予備アンテナユニットは、第２対象物を追跡するために（さらには、低減したサ
ービスの質（ＱｏＳ）において第２対象物へのリンクを任意で確保するために）、最初に
用いられる小開口アンテナ（ｔｘおよび／またはｒｘ）を含んでいてもよい。フロー１６
００は、第１変動照射パターンの最初のビーム内に第２対象物を実質的に配置するために
、１つ以上の第１制御入力を調整する工程１６５０を任意で含む。例えば、第１アンテナ
および第２アンテナが、非静止衛星のコンステレーションと相互作用する衛星通信ターミ
ナルの構成部材である場合の適用例においては、第１または最初のアンテナは、衛星コン
ステレーションの第１部材が水平線に到達するまで（あるいは、第１アンテナが明らかな
スキャンロスに陥るまで）、当該第１部材を追跡してもよい。この際、第１アンテナに衛
星コンステレーションの第２部材（第２または予備アンテナによって追跡されていたもの
）を追跡させることにより、「ハンドオフ」が実行される。フロー１６００は、第１対象
物および第２対象物とは異なる、第２表面散乱アンテナのための新たな対象物を特定する
工程１６６０と、第２変動照射パターンの最初のビーム内に新たな対象物を実質的に配置
するために、１つ以上の第２制御入力を調整する工程１６７０とを任意で含む。例えば、
「ハンドオフ」が実行された後、第２または予備アンテナは、衛星コンステレーションの
第３部材とのリンクを開始してもよい（例えば、水平線を超えて上昇した場合）。
【００６４】
　上述の詳細な説明では、ブロック図、フローチャート、および／または実施例を用いて
、装置および／または処理の様々な実施形態について説明した。これらのブロック図、フ
ローチャート、および／または実施例が、１つ以上の機能および／または処理を含んでい
る場合、これらブロック図、フローチャート、または実施例内の各機能および／または処
理が、広範囲のハードウェア、ソフトウェア、ファームウェア、あるいはこれらの実質的
な任意の組み合わせによって、個々におよび／または組み合わせで実施できることについ
て、当業者であれば理解するであろう。一実施形態では、本開示において示す構成要素の
一部は、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（
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ＦＰＧＡ）、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、あるいはその他の統合的な形式によっ
て実施することができる。しかし、本開示において示す実施形態の一部の形態は、全体的
あるいは部分的に、１つ以上のコンピュータにおいて実行される１つ以上のコンピュータ
プログラム（例えば、１つ以上のコンピュータシステムにおいて実行される１つ以上のプ
ログラム）、１つ以上のプロセッサにおいて実行される１つ以上のプログラム（例えば、
１つ以上のマイクロプロセッサにおいて実行される１つ以上のプログラム）、ファームウ
ェア、あるいはこれらの実質的な任意の組み合わせとして、集積回路内において同等に実
施することができることについて、当業者であれば認識するであろう。また、回路設計お
よび／または上記ソフトウェアおよび／またはファームウェアへの符号の書き込みは、当
業者の技術範囲内において本開示が十分に行われていることについて、当業者であれば認
識するであろう。さらに、本開示において示す構成要素のメカニズムは、プログラムプロ
ダクトとして様々な形式で分配することができ、本開示において示す構成要素の実施形態
は、上記分配を実施するために実際に用いられる信号を有する媒体の種類に関わらず適用
されることについて、当業者であれば理解するであろう。信号を有する媒体の例としては
、記録型の媒体（例えば、フロッピー（登録商標）ディスク、ハードディスクドライブ、
コンパクトディスク（ＣＤ）、デジタルビデオデスク（ＤＶＤ）、デジタルテープ、コン
ピュータメモリ等）、および伝送型の媒体（例えば、デジタルおよび／またはアナログ通
信媒体（例えば、光ファイバーケーブル、導波管、有線通信リンク、無線通信リンク（例
えば、トランスミッター、レシーバー、送信論理操作、受信論理操作等））が含まれるが
、これらに限定されるものではない。
【００６５】
　一般的な意味で、当業者であれば、広範囲のハードウェア、ソフトウェア、ファームウ
ェア、および／または実質的なこれらの任意の組み合わせによって、個別的および／また
は集合的に実行可能である、本書内に記載された各種実施形態が、種々のタイプの「電気
回路」によって構成されていると見なされ得ることは理解できるであろう。その結果、こ
こで使用しているように、「電気回路」の例としては、少なくとも１つの離散型電気回路
を有する電気回路、少なくとも１つの特定用途向け集積回路を有する電気回路、コンピュ
ータプログラムによって構成される汎用演算デバイスを形成する電気回路（例えば、本書
内に記載された処理および／または装置を少なくとも部分的に実行するコンピュータプロ
グラムによって構成される汎用コンピュータ、またはここに記載される処理および／また
は装置を少なくとも部分的に実行するコンピュータプログラムによって構成されるマイク
ロプロセッサ）、メモリデバイスを形成する電気回路（例えば、ＲＡＭ）、および／また
は通信デバイスを形成する電気回路（例えば、モデム、通信スイッチ、光電気的設備等）
等が挙げられるが、これらの例に限定されるものではない。当業者ならば、本書内に記載
の主題がアナログまたはデジタルの手法もしくはこれらのいくつかの組み合わせによって
実行され得ることを認識するであろう。
【００６６】
　本明細書で参照され、なおかつ／あるいは任意の出願データシート（インサートリスト
を含むが、これに限定されない）にて列挙された、上記米国特許、米国特許出願公開公報
、米国特許出願、外国特許、外国特許出願、並びに非特許刊行物はすべて、矛盾しない範
囲で参照によってここに援用される。
【００６７】
　当業者は、ここで述べた要素（例えば工程）、装置、対象物およびそれらに付随する議
論が、概念の明瞭化の目的の例として用いられ、なおかつ種々の構成の修飾が検討される
ことを理解するだろう。したがって、ここで用いられるように、上述した具体例および付
随する議論は、より一般的なクラスの代表を意図する。一般に、特定の例の使用は、その
クラスの代表であることが意図され、特定の要素（例えば動作）、装置および対象物を盛
り込んでいないことは、制限的であると捉えるべきではない。
【００６８】
　ここにある実質的な任意の複数形および／または単数形の用語について、当業者は、文
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脈および／または出願に最適になるように、複数形から単数形へ、および／または単数形
から複数形へ変換し得る。様々な単数形／複数形の置換は、分かりやすくするためにここ
には明示していない。
【００６９】
　本書に記載の本主題に係る特定の態様を図示ならびに説明したが、本書の教示に基づけ
ば、本書に記載の主題およびその幅広い態様から逸脱しない範囲で変更および補正がなさ
れてもよいことは、当業者にとって明白である。それ故、このような変更および補正のす
べてが本書に記載の主題の真の精神および範疇にあるように、添付の特許請求の範囲がそ
の範疇においてこのような変更および補正のすべてを包括する。さらに、本発明は添付の
特許請求の範囲によって規定される。一般に、当業者ならば、本書および特に添付の特許
請求の範囲（例えば、添付の特許請求の範囲の要部）にて用いられている用語は、一般に
「非限定的な」用語として意図されている（例えば、「…を含んでいる」という用語は「
…を含んでいるがこれに限定されない」と解釈されるべきであり、「…を有している」と
いう用語は「少なくとも…を有している」と解釈されるべきであり、「…を含む」という
用語は「…を含むがこれに限定されない」と解釈されるべきである等）ことを理解するで
あろう。当業者であれば、導入された請求項の記載において特定の数が意図される場合、
そのような意図は当該請求項の中に明確に記載され、そのような記載がない場合は、その
ような意図も存在しないことをさらに理解するであろう。例えば、理解を促すために、後
続の添付の特許請求の範囲には、請求項の記載を導入するために、「少なくとも１つの」
および「１つ以上の」といった導入句の使用が含まれてもよい。しかしながら、このよう
な句の使用により、“ａ”または“ａｎ”といった不定冠詞により請求項の記載を導入し
た場合に、たとえ同一の請求項に「１つ以上の」または「少なくとも１つの」といった導
入句と“ａ”または“ａｎ”といった不定冠詞との両方が含まれるとしても、このような
導入された請求項の記載を含んだいずれの特定の請求項も、このような記載を１つしか含
まない発明に限定されると示唆されるように解釈されるべきではない（例えば、“ａ”お
よび／または“ａｎ”は、「少なくとも１つの」または「１つ以上の」を意味するように
典型的に解釈されるべきである）。定冠詞を使用して請求項の記載を導入する場合にも、
同様のことが当てはまる。また、導入された請求項の記載において特定の数が明確に明記
されている場合であっても、当業者であれば、このような記載は少なくとも記載された数
を意味するように解釈されるべきであることを認識するであろう（例えば、他に修飾語を
伴わない「２つの記載」という単なる記載は、少なくとも２つの記載または２つ以上の記
載を典型的に意味する）。さらに、「Ａ、Ｂ、およびＣ等の内の少なくとも１つ」に類す
る従来技法が使用される場合、一般にこのような構成は、当業者がその従来技法を理解す
るであろう意味において意図されている（例えば、「Ａ、Ｂ、およびＣの内の少なくとも
１つを有するシステム」は、Ａのみ、Ｂのみ、Ｃのみ、ＡとＢとの両方、ＡとＣとの両方
、ＢとＣとの両方、および／またはＡとＢとＣとのすべて等を有するシステムを含むがこ
れに限定されない）。「Ａ、Ｂ、およびＣ等の内の少なくとも１つ」に類する表記が使用
される場合、一般にこのような構成は、当業者がその表記を理解するであろう意味におい
て意図されている（例えば、「Ａ、Ｂ、およびＣの内の少なくとも１つを有するシステム
」は、Ａのみ、Ｂのみ、Ｃのみ、ＡとＢとの両方、ＡとＣとの両方、ＢとＣとの両方、お
よび／またはＡとＢとＣとのすべて等を有するシステムを含むがこれに限定されない）。
当業者であれば、２つ以上選択可能な用語を表している実質的にいずれの離接語および／
または離接句も、詳細な説明、特許請求の範囲、または図面において、これらの用語の１
つ、これらの用語のいずれか、またはこれらの用語の両方を含む可能性を意図するように
理解されるべきであることをさらに理解するであろう。例えば、「ＡまたはＢ」という句
は、「Ａ」、「Ｂ」、または「ＡおよびＢ」の可能性を含むことが理解されるであろう。
【００７０】
　添付の特許請求の範囲に関して、当業者であれば、請求項中に記載の工程は、一般に任
意の順序で実施しても構わないことが理解できるであろう。また、様々な工程の流れが一
連の流れとして提示されているが、この様々な工程が、図示された順序とは他の順序で実
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施されても、または同時に実施されても構わないことを理解されたい。このような別の順
序の例には、文脈と矛盾しない限りにおいて、繰り返し、交互に実施、中断、順序を変更
、増分、準備、補充、同時、逆、またはその他の種々の順序が含まれてもよい。さらに、
「…に対応した」および「…に関連した」等の用語、または他の過去時制の形容詞は、特
に断りがない限り一般的にそのような変化形を排除することを意図しているわけではない
。
【００７１】
　本明細書において様々な態様および実施形態が開示されてきたが、当業者であれば、他
の態様および実施形態も明白である。以下の特許請求の範囲により示されている真の範疇
および精神を伴いながら、本書に開示されている様々な態様および実施形態は、説明のた
めのものであり、限定的であるように意図されているものではない。
【００７２】
　〔まとめ〕
　本発明に係るアンテナ、方法およびシステムは、以下のように表現することもできる。
（１）波伝搬構造と、
　上記波伝搬構造に沿って配置された複数の散乱素子とを備えたアンテナであり、
　上記複数の散乱素子は、
　　素子間の間隔が、上記アンテナの動作周波数に対応する自由空間波長よりも実質的に
小さく、
　　上記波伝搬構造の誘導波モードあるいは表面波モードに対する複数の独立した変動電
磁応答を有しており、
　上記複数の独立した変動電磁応答は、上記アンテナの変動照射野を提供することを特徴
とするアンテナ。
（２）上記複数の散乱素子は、複数の略同一の散乱素子であることを特徴とする（１）に
記載のアンテナ。
（３）上記複数の独立した変動電磁応答は、上記波伝搬構造の上記誘導波モードあるいは
上記表面波モードに対する有効媒質応答を提供することを特徴とする（１）に記載のアン
テナ。
（４）上記複数の独立した変動電磁応答は、複数の磁気双極子照射野であることを特徴と
する（１）に記載のアンテナ。
（５）上記動作周波数は、マイクロ波周波数であることを特徴とする（１）に記載のアン
テナ。
（６）上記マイクロ波周波数は、Ｋａ帯周波数であることを特徴とする（５）に記載のア
ンテナ。
（７）上記マイクロ波周波数は、Ｋｕ帯周波数であることを特徴とする（５）に記載のア
ンテナ。
（８）上記マイクロ波周波数は、Ｑ帯周波数であることを特徴とする（５）に記載のアン
テナ。
（９）上記素子間の間隔は、上記自由空間波長の４分の１の長さよりも小さいことを特徴
とする（１）に記載のアンテナ。
（１０）上記素子間の間隔は、上記自由空間波長の５分の１の長さよりも小さいことを特
徴とする（１）に記載のアンテナ。
（１１）上記波伝搬構造は、１つ以上の導電面と、当該１つ以上の導電面内の複数の開口
部に対応する上記複数の散乱素子とを含むことを特徴とする（１）に記載のアンテナ。
（１２）
　上記波伝搬構造は、略二次元の波伝搬構造であることを特徴とする（１１）に記載のア
ンテナ。
（１３）上記略二次元の波伝搬構造は、平行板導波管であり、
　上記１つ以上の導電面は、上記平行板導波管の上部導電体であることを特徴とする（１
２）に記載のアンテナ。
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（１４）上記波伝搬構造は、１つ以上の略一次元の波伝搬構造を含むことを特徴とする（
１１）に記載のアンテナ。
（１５）上記１つ以上の略一次元の波伝搬構造は、略二次元のアンテナ領域を構成する複
数の略一次元の波伝搬構造であることを特徴とする（１４）に記載のアンテナ。
（１６）上記１つ以上の略一次元の波伝搬構造は、１つ以上のマイクロストリップを含む
ことを特徴とする（１４）に記載のアンテナ。
（１７）上記１つ以上の導電面は、上記１つ以上のマイクロストリップ各々の１つ以上の
上部導電体であることを特徴とする（１６）に記載のアンテナ。
（１８）上記１つ以上の導電面は、上記１つ以上のマイクロストリップの１つ以上の上部
導電体に平行に配置された１つ以上の導電ストリップであることを特徴とする（１６）に
記載のアンテナ。
（１９）上記１つ以上の略一次元の波伝搬構造は、１つ以上の共面導波管を含むことを特
徴とする（１４）に記載のアンテナ。
（２０）上記１つ以上の導電面は、上記１つ以上の共面導波管の上に配置されていること
を特徴とする（１９）に記載のアンテナ。
（２１）上記１つ以上の略一次元の波伝搬構造は、１つ以上の閉塞導波管を含むことを特
徴とする（１４）の記載のアンテナ。
（２２）上記１つ以上の閉塞導波管は、１つ以上の長方形導波管を含むことを特徴とする
（２１）に記載のアンテナ。
（２３）上記１つ以上の長方形導波管は、１つ以上の二重リッジの長方形導波管を含むこ
とを特徴とする（２２）に記載のアンテナ。
（２４）上記１つ以上の導電面は、上記１つ以上の閉塞導波管各々の１つ以上の上面であ
ることを特徴とする（２１）に記載のアンテナ。
（２５）上記１つ以上の導電面は、上記１つ以上の閉塞導波管各々の１つ以上の上面上に
配置されており、
　上記１つ以上の上面は、上記１つ以上の導電面内の上記複数の開口部に隣接した複数の
アイリスを含むことを特徴とする（２１）に記載のアンテナ。
（２６）上記複数の開口部は、上記１つ以上の導電面と電気的に絶縁された複数の島状導
電部各々を規定し、
　上記アンテナは、
　　上記１つ以上の導電面と上記複数の島状導電部各々との間それぞれに、バイアス電圧
を印加するように構成された複数のバイアス電圧線と、
　　上記複数の開口部の周辺に少なくとも部分的に配置された電気的調整材料とをさらに
備えることを特徴とする（１１）に記載のアンテナ。
（２７）上記電気的調整材料は、液晶材料であることを特徴とする（２６）に記載のアン
テナ。
（２８）上記液晶材料は、ネマチック液晶であることを特徴とする（２７）に記載のアン
テナ。
（２９）上記液晶材料は、二周波液晶であることを特徴とする（２７）に記載のアンテナ
。
（３０）上記液晶材料は、高分子網目液晶であることを特徴とする（２７）に記載のアン
テナ。
（３１）上記液晶材料は、高分子分散液晶であることを特徴とする（２７）に記載のアン
テナ。
（３２）上記複数の開口部は、上記１つ以上の導電面と電気的に絶縁された複数の島状
導電部各々を規定し、行列状に配置されており、
　上記アンテナは、
　　上記１つ以上の導電面と上記複数の島状導電部各々との間それぞれに、バイアス電圧
を印加するように構成された複数のバイアス回路と、
　　上記複数のバイアス回路の列を各々がアドレス指定する１組の列制御線と、
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　　上記複数のバイアス回路の行を各々がアドレス指定する１組の行制御線と、
　　上記複数の開口部の周辺に少なくとも部分的に配置された電気的調整材料とをさらに
備えることを特徴とする（１１）に記載のアンテナ。
（３３）上記複数のバイアス回路各々は、上記複数の開口部に隣接する位置に行列状に配
置されていることを特徴とする（３２）に記載のアンテナ。
（３４）上記複数の開口部は、上記誘導波あるいは上記表面波の磁場に対する複数の磁気
双極子応答を有する複数の相補的メタマテリアル要素を規定することを特徴とする（１１
）に記載のアンテナ。
（３５）上記複数の相補的メタマテリアル要素は、複数の相補的電気ＬＣメタマテリアル
要素であることを特徴とする（３４）に記載のアンテナ。
（３６）上記複数の磁気双極子応答は、上記１つ以上の導電面に平行に方向づけられた複
数の面内磁気双極子応答であることを特徴とする（３４）に記載のアンテナ。
（３７）上記複数の面内磁気双極子応答は、上記１つ以上の導電面に平行な第１方向に方
向づけられた複数の第１面内磁気双極子と、上記第１方向に垂直であり、かつ、上記１つ
以上の導電面に平行な第２方向に方向づけられた複数の第２面内磁気双極子とを含むこと
を特徴とする（３６）に記載のアンテナ。
（３８）対応する複数の第１位相を複数の位置各々に届けるための第１誘導波あるいは表
面波を伝搬する工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第１組の位置で上記第１誘導波あるいは表面波に結
合させ、当該第１組の位置で第１照射野を生成する複数の第１電磁振動を生じさせる工程
と、
　上記複数の第１位相と略同等であり、対応する複数の第２位相を上記複数の位置各々に
届けるための第２誘導波あるいは表面波を伝搬する工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第２組の位置で上記第２誘導波あるいは表面波に結
合させ、当該第２組の位置で第１照射野とは異なる第２照射野を生成する複数の第２電磁
振動を生じさせる工程とを含むことを特徴とする方法。
（３９）上記第１誘導波あるいは表面波、および上記第１照射野は、第１干渉縞を規定し
、上記複数の位置各々の中から選択された上記第１組の位置は、上記第１干渉縞の建設的
干渉領域内の１組の位置に対応し、
　上記第２誘導波あるいは表面波、および上記第２照射野は、上記第１干渉縞とは異なる
第２干渉縞を規定し、上記複数の位置各々の中から選択された上記第２組の位置は、上記
第２干渉縞の建設的干渉領域内の１組の位置に対応することを特徴とする（３８）に記載
の方法。
（４０）複数の位置で第１自由空間波を受け取る工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第１組の位置で上記第１自由空間波に結合させ、対
応する複数の第１位相を有する第１誘導波あるいは表面波を上記複数の位置で生成する複
数の第１電磁振動を当該第１組の位置で生じさせる工程と、
　複数の位置で第１自由空間波とは異なる第２自由空間波を受け取る工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第２組の位置で上記第２自由空間波に結合させ、複
数の第１位相と略同等であり、対応する複数の第２位相を有する第２誘導波あるいは表面
波を上記複数の位置で生成する複数の第２電磁振動を当該第２組の位置で生じさせる工程
とを含むことを特徴とする方法。
（４１）上記第１誘導波あるいは表面波、および上記第１自由空間波は、第１干渉縞を規
定し、上記複数の位置各々の中から選択された上記第１組の位置は、上記第１干渉縞の建
設的干渉領域内の１組の位置に対応し、
　上記第２誘導波あるいは表面波、および上記第２自由空間波は、上記第１干渉縞とは異
なる第２干渉縞を規定し、上記複数の位置各々の中から選択された上記第２組の位置は、
上記第２干渉縞の建設的干渉領域内の１組の位置に対応することを特徴とする（４０）に
記載の方法。
（４２）第１アンテナ照射パターンを選択する工程と、
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　１つ以上の制御入力に対して変動的に応答する表面散乱アンテナについて、選択された
上記第１アンテナ照射パターンに対応する上記１つ以上の制御入力の第１値を決定する工
程とを含むことを特徴とする方法。
（４３）上記表面散乱アンテナは、上記１つ以上の制御入力の機能である変動物理パラメ
ータを各々が有する複数の散乱素子を有していることを特徴とする（４２）に記載の方法
。
（４４）上記１つ以上の制御入力の第１値を決定する工程は、
　　選択された上記第１アンテナ放射パターンを提供するために、各上記変動物理パラメ
ータの各々の第１値を決定する工程と、
　　各上記変動物理パラメータに関して決定された上記各々の第１値に対応する上記１つ
以上の制御入力の上記第１値を決定する工程とを含むことを特徴とする（４３）に記載の
方法。
（４５）各上記変動物理パラメータは、上記複数の散乱素子の各変動共振周波数であるこ
とを特徴とする（４３）に記載の方法。
（４６）上記１つ以上の制御入力は、上記複数の散乱素子のための複数のバイアス電圧各
々を含むことを特徴とする（４３）に記載の方法。
（４７）上記複数の散乱素子は、列および行によってアドレス指定可能であり、
　上記１つ以上の制御入力は、１組の列入力部および１組の行入力部を含むことを特徴と
する（４３）に記載の方法。
（４８）上記複数の散乱素子は、調整ゲインを有する１組の給電線によって給電され、
　上記１つ以上の制御入力は、上記調整ゲインを含むことを特徴とする（４３）に記載の
方法。
（４９）上記表面散乱アンテナのための上記１つ以上の制御入力の上記第１値を提供する
工程をさらに含むことを特徴とする（４３）に記載の方法。
（５０）上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、アンテナビーム方向を選択す
る工程を含むことを特徴とする（４２）に記載の方法。
（５１）上記アンテナビーム方向は、通信衛星の方向に対応することを特徴とする（５０
）に記載の方法。
（５２）上記アンテナビーム方向は、通信基地局の方向に対応することを特徴とする（５
０）に記載の方法。
（５３）上記アンテナビーム方向は、通信モバイルプラットフォームの方向に対応するこ
とを特徴とする（５０）に記載の方法。
（５４）上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、１つ以上のヌル方向を選択す
る工程を含むことを特徴とする（４２）に記載の方法。
（５５）上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、アンテナビーム幅を選択する
工程を含むことを特徴とする（４２）に記載の方法。
（５６）上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、多数のビームの配置を選択す
る工程を含むことを特徴とする（４２）に記載の方法。
（５７）上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、全位相を選択する工程を含む
ことを特徴とする（４２）に記載の方法。
（５８）上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、偏向状態を選択する工程を含
むことを特徴とする（４２）に記載の方法。
（５９）選択された上記偏向状態は、円偏向状態であることを特徴とする（５８）に記載
の方法。
（６０）選択された上記偏向状態は、直線偏向状態であることを特徴とする（５８）に記
載の方法。
（６１）上記第１アンテナ照射パターンとは異なる第２アンテナ照射パターンを選択する
工程と、
　上記第２アンテナ照射パターンに対応する上記１つ以上の制御入力の第２値を決定する
工程とをさらに含むことを特徴とする（４２）に記載の方法。
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（６２）上記表面散乱アンテナのための上記１つ以上の制御入力の上記第２値を提供する
工程をさらに含むことを特徴とする（６１）に記載の方法。
（６３）上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、第１アンテナビーム方向を選
択する工程を含み、
　上記第２アンテナ照射パターンを選択する工程は、第１アンテナビーム方向とは異なる
第２アンテナビーム方向を選択する工程を含むことを特徴とする（６１）に記載の方法。
（６４）選択された上記第１アンテナ照射パターンは、上記第１アンテナビーム方向に対
応する第１偏向状態を提供し、
　選択された上記第２アンテナ照射パターンは、上記第１偏向状態と略同等であり、上記
第２アンテナビーム方向に対応する第２偏向状態を提供することを特徴とする（６３）に
記載の方法。
（６５）上記第１偏向状態および上記第２偏向状態は、円偏向状態であることを特徴とす
る（６４）に記載の方法。
（６６）上記第１偏向状態および上記第２偏向状態は、直線偏向状態であることを特徴と
する（６４）に記載の方法。
（６７）上記第１アンテナビーム方向および上記第２アンテナビーム方向は、第１通信衛
星および第２通信衛星の方向に対応することを特徴とする（６３）に記載の方法。
（６８）上記第１アンテナビーム方向および上記第２アンテナビーム方向は、通信衛星、
通信基地局、および通信モバイルプラットフォームを含む複数の物体の中から選択される
第１物体および第２物体の方向に対応することを特徴とする（６３）に記載の方法。
（６９）１つ以上の第１制御入力に対応する第１変動照射パターンを有する第１表面散乱
アンテナのための第１対象物を特定する工程と、
　上記第１対象物と上記第１表面散乱アンテナとの間の第１相対運動に対応する上記第１
変動照射パターンの実質的な連続変異を提供するために、上記１つ以上の第１制御入力を
繰り返し調整する工程とを含むことを特徴とする方法。
（７０）上記第１相対運動は、上記第１対象物の変形であることを特徴とする（６９）に
記載の方法。
（７１）上記第１相対運動は、上記第１表面散乱アンテナの変形あるいは回転であること
を特徴とする（６９）に記載の方法。
（７２）上記第１相対運動は、上記第１対象物の変形と、上記第１表面散乱アンテナの変
形あるいは回転との組み合わせであることを特徴とする（６９）に記載の方法。
（７３）上記第１変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第１変動照射パターンの
最初のビーム内に上記第１対象物を実質的に保持するために選択されることを特徴とする
（６９）に記載の方法。
（７４）上記第１変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第１変動照射パターンの
ヌル内に上記第１対象物を実質的に保持するために選択されることを特徴とする（６９）
に記載の方法。
（７５）上記第１変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第１対象物の位置におい
て実質的な連続偏向状態を提供するために選択されることを特徴とする（６９）に記載の
方法。
（７６）上記実質的な連続偏向状態は、円偏向状態であることを特徴とする（７５）に記
載の方法。
（７７）上記実質的な連続偏向状態は、直線偏向状態であることを特徴とする（７５）に
記載の方法。
（７８）上記第１対象物は、通信衛星であることを特徴とする（６９）に記載の方法。
（７９）上記第１対象物は、通信基地局であることを特徴とする（６９）に記載の方法。
（８０）上記第１対象物は、通信モバイルプラットフォームであることを特徴とする（６
９）に記載の方法。
（８１）１つ以上の第２制御入力に対応する第２変動照射パターンを有する第２表面散乱
アンテナのための第２対象物を特定する工程と、
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　上記第２対象物と上記第２表面散乱アンテナとの間の相対運動に対応する上記第２変動
照射パターンの実質的な連続変異を提供するために、上記１つ以上の第２制御入力を繰り
返し調整する工程とを含むことを特徴とする方法。
（８２）上記第１対象物および上記第２対象物は、通信衛星のコンステレーションの構成
部材であることを特徴とする（８１）に記載の方法。
（８３）上記第１相対運動は、上記第１対象物の変形であり、
　上記第２相対運動は、上記第２対象物の変形であることを特徴とする（８１）に記載の
方法。
（８４）上記第１相対運動は、上記第１対象物の変形と、上記第１表面アンテナの変形あ
るいは回転との組み合わせであり、
　上記第２相対運動は、上記第２対象物の変形と、上記第２表面アンテナンの変形あるい
は回転との組み合わせであり、
　上記第１表面アンテナの変形あるいは回転は、上記第２表面アンテナの変形あるいは回
転と同等であることを特徴とする（８１）に記載の方法。
（８５）上記第１変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第１変動照射パターンの
最初のビーム内に上記第１対象物を実質的に保持するために選択され、
　上記第２変動照射パターンの実質的な連続変異は、上記第２変動照射パターンの最初の
ビーム内に上記第２対象物を実質的に保持するために選択されることを特徴とする（８１
）に記載の方法。
（８６）上記第１変動照射パターンの上記最初のビーム内に上記第２対象物を実質的に配
置するために、上記１つ以上の第１制御入力を調整する工程をさらに含むことを特徴とす
る（８５）に記載の方法。
（８７）上記第１対象物および上記第２対象物とは異なる、第２表面散乱アンテナのため
の新たな対象物を特定する工程と、
　上記第２変動照射パターンの上記最初のビーム内に上記新たな対象物を実質的に配置す
るために、上記１つ以上の第２制御入力を調整する工程をさらに含むことを特徴とする（
８６）に記載の方法。
（８８）１つ以上の制御入力に変動的に応答する表面散乱アンテナと、
　上記１つ以上の制御入力を提供するように構成されたアンテナ制御回路と、
　上記表面散乱アンテナの給電構造に結合された通信回路とを備えることを特徴とするシ
ステム。
（８９）上記表面散乱アンテナは、上記１つ以上の制御入力の機能である各変動物理パラ
メータを有する複数の散乱素子を有していることを特徴とする（８８）に記載のシステム
。
（９０）上記１つ以上の制御入力は、上記複数の散乱素子のための複数のバイアス電圧各
々を含むことを特徴とする（８９）に記載のシステム。
（９１）上記複数の散乱素子は、列および行によってアドレス指定可能であり、
　上記１つ以上の制御入力は、１組の列入力部および１組の行入力部を含むことを特徴と
する（８９）に記載のシステム。
（９２）上記給電構造は、複数の増幅器各々を有する複数の給電部を含み、
　上記１つ以上の制御入力は、上記複数の増幅器各々の調整ゲインを含むことを特徴とす
る（８９）に記載のシステム。
（９３）上記アンテナ制御回路は、１組のアンテナ照射パターンパラメータと、それに対
応する、上記１つ以上の制御入力に対する１組の値とを割り出すルックアップテーブルを
含む記憶媒体を含むことを特徴とする（８８）に記載のシステム。
（９４）上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組のアンテナビーム方向を含
むことを特徴とする（９３）に記載のシステム。
（９５）上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組のアンテナヌル方向を含む
ことを特徴とする（９３）に記載のシステム。
（９６）上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組のアンテナビーム幅を含む
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（９７）上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組の偏向状態を含むことを特
徴とする（９３）に記載のシステム。
（９８）上記アンテナ制御回路は、所望のアンテナ照射パターンパラメータに対応する上
記１つ以上の制御入力に対する１組の値を算出するように構成された処理回路を含むこと
を特徴とする（８８）に記載のシステム。
（９９）上記処理回路は、上記所望のアンテナ照射パターンパラメータに対応するホログ
ラフィックパターンを演算することによって、上記１つ以上の制御入力に対する上記１組
の値を算出するように構成されていることを特徴とする（９８）に記載のシステム。
（１００）上記表面散乱アンテナの環境条件を検出するように構成されたセンサユニット
をさらに含むことを特徴とする（８８）に記載のシステム。
（１０１）上記センサユニットは、ＧＰＳセンサ、温度計、ジャイロスコープ、および歪
みゲージの中から選択される１つ以上のセンサを含んでいることを特徴とする（１００）
に記載のシステム。
（１０２）上記環境条件は、上記表面散乱アンテナの位置、方向、温度、あるいは機械的
変形を含むことを特徴とする（１００）に記載のシステム。
（１０３）上記センサユニットは、上記アンテナ制御回路に対して環境条件データを提供
するように構成されており、
　上記アンテナ制御回路は、上記表面散乱アンテナの上記環境条件の変動を補正するため
に、上記１つ以上の制御入力を調整するように構成された回路を含んでいることを特徴と
する（１００）に記載のシステム。
【図面の簡単な説明】
【００７３】
【図１】表面散乱アンテナを示す概略図である。
【図２Ａ】表面散乱アンテナの模範的な調整パターンを示す図である。
【図２Ｂ】対応するビームパターンを示す図である。
【図３Ａ】表面散乱アンテナの他の模範的な調整パターンを示す図である。
【図３Ｂ】対応するビームパターンを示す図である。
【図４Ａ】表面散乱アンテナの他の模範的な調整パターンを示す図である。
【図４Ｂ】対応するフィールドパターンを示す図である。
【図５】表面散乱アンテナのユニットセルを示す図である。
【図６】表面散乱アンテナのユニットセルを示す図である。
【図７】メタマテリアル要素の例を示す図である。
【図８】表面散乱アンテナのマイクロストリップの実施形態を示す図である。
【図９】表面散乱アンテナの共面導波管の実施形態を示す図である。
【図１０】表面散乱アンテナの閉塞導波管の実施形態を示す図である。
【図１１】表面散乱アンテナの閉塞導波管の実施形態を示す図である。
【図１２】散乱素子の直接アドレス指定を用いた表面散乱アンテナを示す図である。
【図１３】散乱素子の行列アドレス指定を用いた表面散乱アンテナを示す図である。
【図１４】システムブロック図を示す図である。
【図１５】フロー図を示す図である。
【図１６】フロー図を示す図である。
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【図１４】
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【図１６】

【手続補正書】
【提出日】平成28年8月22日(2016.8.22)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対応する複数の第１位相を複数の位置各々に届けるための第１誘導波を伝搬する工程と
、
　複数の位置各々の中から選択された第１組の位置で上記第１誘導波に結合させ、当該第
１組の位置で第１照射野を生成する複数の第１電磁振動を生じさせる工程と、
　上記複数の第１位相と略同等であり、対応する複数の第２位相を上記複数の位置各々に
届けるための第２誘導波を伝搬する工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第２組の位置で上記第２誘導波に結合させ、当該第
２組の位置で第１照射野とは異なる第２照射野を生成する複数の第２電磁振動を生じさせ
る工程とを含み、
　上記位置間の間隔が、アンテナの動作周波数に対応する自由空間波長よりも実質的に小
さいことを特徴とする方法。
【請求項２】
　上記第１誘導波、および上記第１照射野は、第１干渉縞を規定し、上記複数の位置各々
の中から選択された上記第１組の位置は、上記第１干渉縞の建設的干渉領域内の１組の位
置に対応し、
　上記第２誘導波、および上記第２照射野は、上記第１干渉縞とは異なる第２干渉縞を規
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定し、上記複数の位置各々の中から選択された上記第２組の位置は、上記第２干渉縞の建
設的干渉領域内の１組の位置に対応することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　複数の位置で第１自由空間波を受け取る工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第１組の位置で上記第１自由空間波に結合させ、対
応する複数の第１位相を有する第１誘導波を上記複数の位置で生成する複数の第１電磁振
動を当該第１組の位置で生じさせる工程と、
　複数の位置で第１自由空間波とは異なる第２自由空間波を受け取る工程と、
　複数の位置各々の中から選択された第２組の位置で上記第２自由空間波に結合させ、複
数の第１位相と略同等であり、対応する複数の第２位相を有する第２誘導波を上記複数の
位置で生成する複数の第２電磁振動を当該第２組の位置で生じさせる工程とを含み、
　上記位置間の間隔が、アンテナの動作周波数に対応する自由空間波長よりも実質的に小
さいことを特徴とする方法。
【請求項４】
　上記第１誘導波、および上記第１自由空間波は、第１干渉縞を規定し、上記複数の位置
各々の中から選択された上記第１組の位置は、上記第１干渉縞の建設的干渉領域内の１組
の位置に対応し、
　上記第２誘導波、および上記第２自由空間波は、上記第１干渉縞とは異なる第２干渉縞
を規定し、上記複数の位置各々の中から選択された上記第２組の位置は、上記第２干渉縞
の建設的干渉領域内の１組の位置に対応することを特徴とする請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　波伝搬構造と、
　上記波伝搬構造に沿って配置された複数の散乱素子とを備えた表面散乱アンテナであり
、
　上記複数の散乱素子は、
　　素子間の間隔が、上記表面散乱アンテナの動作周波数に対応する自由空間波長よりも
実質的に小さく、
　　上記波伝搬構造の誘導波モードに対する複数の独立した変動的な電磁特性を有してお
り、
　上記複数の独立した変動的な電磁特性は、上記表面散乱アンテナの変動照射野を提供し
、
　上記波伝搬構造は、１つ以上の上部導電面を含む導波管であり、
　上記複数の散乱素子は、上記上部導電面内の複数の開口部に対応し、
　第１アンテナ照射パターンを選択する工程と、
　１つ以上の制御入力に対して変動的に応答する上記表面散乱アンテナについて、選択さ
れた上記第１アンテナ照射パターンに対応する上記１つ以上の制御入力の第１値を決定す
る工程とを含むことを特徴とする方法。
【請求項６】
　上記表面散乱アンテナは、上記１つ以上の制御入力の機能である変動物理パラメータを
各々が有する複数の散乱素子を有していることを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項７】
　上記１つ以上の制御入力の第１値を決定する工程は、
　　選択された上記第１アンテナ照射パターンを提供するために、各上記変動物理パラメ
ータの各々の第１値を決定する工程と、
　　各上記変動物理パラメータに関して決定された上記各々の第１値に対応する上記１つ
以上の制御入力の上記第１値を決定する工程とを含むことを特徴とする請求項６に記載の
方法。
【請求項８】
　各上記変動物理パラメータは、上記複数の散乱素子の各変動共振周波数であることを特
徴とする請求項６に記載の方法。
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【請求項９】
　上記１つ以上の制御入力は、上記複数の散乱素子のための複数のバイアス電圧各々を含
むことを特徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項１０】
　上記複数の散乱素子は、列および行によってアドレス指定可能であり、
　上記１つ以上の制御入力は、１組の列入力部および１組の行入力部を含むことを特徴と
する請求項６に記載の方法。
【請求項１１】
　上記表面散乱アンテナのための上記１つ以上の制御入力の上記第１値を提供する工程を
さらに含むことを特徴とする請求項６に記載の方法。
【請求項１２】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、アンテナビーム方向を選択する工程
を含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項１３】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、１つ以上のヌル方向を選択する工程
を含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項１４】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、多数のビームの配置を選択する工程
を含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項１５】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、偏向状態を選択する工程を含むこと
を特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項１６】
　選択された上記偏向状態は、円偏向状態であることを特徴とする請求項１５に記載の方
法。
【請求項１７】
　上記第１アンテナ照射パターンとは異なる第２アンテナ照射パターンを選択する工程と
、
　上記第２アンテナ照射パターンに対応する上記１つ以上の制御入力の第２値を決定する
工程とをさらに含むことを特徴とする請求項５に記載の方法。
【請求項１８】
　上記表面散乱アンテナのための上記１つ以上の制御入力の上記第２値を提供する工程を
さらに含むことを特徴とする請求項１７に記載の方法。
【請求項１９】
　上記第１アンテナ照射パターンを選択する工程は、第１アンテナビーム方向を選択する
工程を含み、
　上記第２アンテナ照射パターンを選択する工程は、第１アンテナビーム方向とは異なる
第２アンテナビーム方向を選択する工程を含むことを特徴とする請求項１７に記載の方法
。
【請求項２０】
　選択された上記第１アンテナ照射パターンは、上記第１アンテナビーム方向に対応する
第１偏向状態を提供し、
　選択された上記第２アンテナ照射パターンは、上記第１偏向状態と略同等であり、上記
第２アンテナビーム方向に対応する第２偏向状態を提供することを特徴とする請求項１９
に記載の方法。
【請求項２１】
　波伝搬構造と、
　上記波伝搬構造に沿って配置された複数の散乱素子とを備えた表面散乱アンテナであり
、
　上記複数の散乱素子は、
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　　素子間の間隔が、上記表面散乱アンテナの動作周波数に対応する自由空間波長よりも
実質的に小さく、
　　上記波伝搬構造の誘導波モードに対する複数の独立した変動的な電磁特性を有してお
り、
　上記複数の独立した変動的な電磁特性は、上記表面散乱アンテナの変動照射野を提供し
、
　上記波伝搬構造は、１つ以上の上部導電面を含む導波管であり、
　上記複数の散乱素子は、上記上部導電面内の複数の開口部に対応し、
　１つ以上の制御入力に変動的に応答する上記表面散乱アンテナと、
　上記１つ以上の制御入力を提供するように構成されたアンテナ制御回路と、
　上記表面散乱アンテナの給電構造に結合された通信回路とを備えることを特徴とするシ
ステム。
【請求項２２】
　上記表面散乱アンテナは、上記１つ以上の制御入力の機能である各変動物理パラメータ
を有する複数の散乱素子を有していることを特徴とする請求項２１に記載のシステム。
【請求項２３】
　上記１つ以上の制御入力は、上記複数の散乱素子のための複数のバイアス電圧各々を含
むことを特徴とする請求項２２に記載のシステム。
【請求項２４】
　上記複数の散乱素子は、列および行によってアドレス指定可能であり、
　上記１つ以上の制御入力は、１組の列入力部および１組の行入力部を含むことを特徴と
する請求項２２に記載のシステム。
【請求項２５】
　上記アンテナ制御回路は、１組のアンテナ照射パターンパラメータと、それに対応する
、上記１つ以上の制御入力に対する１組の値とを割り出すルックアップテーブルを含む記
憶媒体を含むことを特徴とする請求項２１に記載のシステム。
【請求項２６】
　上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組のアンテナビーム方向を含むこと
を特徴とする請求項２５に記載のシステム。
【請求項２７】
　上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組のアンテナヌル方向を含むことを
特徴とする請求項２５に記載のシステム。
【請求項２８】
　上記１組のアンテナ照射パターンパラメータは、１組の偏向状態を含むことを特徴とす
る請求項２５に記載のシステム。
【請求項２９】
　上記アンテナ制御回路は、所望のアンテナ照射パターンパラメータに対応する上記１つ
以上の制御入力に対する１組の値を算出するように構成された処理回路を含むことを特徴
とする請求項２１に記載のシステム。
【請求項３０】
　上記処理回路は、上記所望のアンテナ照射パターンパラメータに対応するホログラフィ
ックパターンを演算することによって、上記１つ以上の制御入力に対する上記１組の値を
算出するように構成されていることを特徴とする請求項２９に記載のシステム。
【請求項３１】
　上記表面散乱アンテナの環境条件を検出するように構成されたセンサユニットをさらに
含むことを特徴とする請求項２１に記載のシステム。
【請求項３２】
　上記センサユニットは、ＧＰＳセンサ、温度計、ジャイロスコープ、および歪みゲージ
の中から選択される１つ以上のセンサを含んでいることを特徴とする請求項３１に記載の
システム。
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【請求項３３】
　上記環境条件は、上記表面散乱アンテナの位置、方向、温度、あるいは機械的変形を含
むことを特徴とする請求項３１に記載のシステム。
【請求項３４】
　上記センサユニットは、上記アンテナ制御回路に対して環境条件データを提供するよう
に構成されており、
　上記アンテナ制御回路は、上記表面散乱アンテナの上記環境条件の変動を補正するため
に、上記１つ以上の制御入力を調整するように構成された回路を含んでいることを特徴と
する請求項３１に記載のシステム。
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